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失業統計の国際比較の動向と試算について
岩井 浩
まえがき
「高度成長」と「完全雇用」政策の破綻は，現代資本主義における雇用・
失業問題を再び顕在化させ， 社会問題化させた。「低成長」期にはいり，雇
用問題の統計指標としての雇用・失業統計の吟味・検討は重要な課題となっ
ている。
現代の雇用・失業統計の課題は，失業指標として，現実の失業・半失業の
一部分を示すにすぎない統計上の失業者数と失業率（日本では完全失業者・
失業率と呼ぶ）の現実反映性の諸問題が検討されるとともに，低賃金と不安
定な雇用条件のもとで働かざるをえない不安定就業（臨時・日雇労働者，パ
ートタイマー，派遣労働者など）の統計指標の研究が重要となっている。
現代資本主義における国際的な雇用・失業問題の深刻化は，雇用・失業統
計の意義と限界，失業統計の国際比較の可能性の検討を政策的課題とさせ
た。先進資本主義国における日本の公表失業率の相対的低さと関連して，
欧，米，日の失業，不安定就業の統計指標の検討も課題となっている。失業
統計の概念と方法，その統計数そのものの検討とともに，統計の背後にある
雇用制度，雇用慣行，労働市場の特殊性の検討が必要とされる。
雇用・失業統計の主な調査方式は，歴史的には， 1930年代以前の有業者方
式（有業者統計）から， 1930年代の世界恐慌と「ニューディール」の雇用政
策との関係で形成された労働力方式（労働力統計）へと転換し， 1940年合衆
国人ロセンサスで労働力統計は確立をみる。「ニューディール」の失業救済
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政策の手段として形成された労働力統計は，今日までその基本的枠組みと方
法は変更されておらず，その生成期の歴史的母斑を強く残存させている。労
働力統計は，第二次大戦後， ILOの雇用・失業統計の国際基準として採択さ
れ，幾多の改定をへて今日にいたっている。（労働力統計の生成と国際的展
開については，岩井〔55〕，参照）
労働力統計の基本的枠組み，その概念と方法，またそれに準じて作成され
ている各国の雇用・失業統計は，現実の雇用，失業の実態を測定する尺度と
しては幾多の問題点を含んでいる。労働力統計における失業の定義では，失
業者は，仕事がなく，求職活動していて，かつ就業可能である（働く能力，
働く意思があり，かつすぐに就業可能である）という 3条件によって規定さ
れている（ただし一時的レイオフ者と新規の仕事を準備中の者も失業者に含
むという例外規定がある）。 1982年の第13回国際労働統計家会議では労働力
統計の一定の改定がおこなわれ， 雇用・失業統計の新国際基準が採択され
た。そこでは，資本に雇用された労働者の失業を明確にするために，就業者
を有給就業（雇用者）と非有絵就業（自営就業者，他）に分類・区分し，雇
用者（労働者）の失業指標を定式化した。また農業などの自営業が多数を占
め，近代的労使関係がまだ未成熟な発展途上国の労働市場の特殊性などを考
慮して，従来の失業の標準的求職基準に加えて，求職条件を緩和した失業基
準の適用を認める決議，勧告がなされた。（止〇〔1心～〔16〕，岩井〔55) 5 
章，参照）
労働力統計の失業の規定は，現在の調査期間（一般に 1週間）における雇
用状態についての形式的，機能的規定を前提にしている。働く能力があり，
かつ就業を希望している者でも，理由のいかんを問わず，求職活動をしてい
ない者は，前記の例外規定の除き，失業者に算定されない。それは非労働力
人口の中の就業希望者に区分される。労働力人口か否か，就業者か失業者か
は，所得を生みだす労働からなる「経済活動」に積極的に参加するか否かに
よって形式的に区別される。日本の労働力統計の「完全失業者」は，調査期
間の 1週間中に収入をともなう仕事を少しも (1時間以上）しておらず，就
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業が可能で，かつ実際に調査週に求職活動をしている者と規定され，前記の
例外規定も適用されていない。 したがって労働力統計では， 失業者の概念
規定と測定とともに， 労働力と非労働力の境界部分である「周辺労働力」
(marginal labour force)の問題，すなわち非労働力人口中の区分である
「就業を希望しているが，さまざまな理由によって求職していない者」が，
潜在的失業，隠された失業の問題として論議されてきた。こららの区分の者
は，特に主婦などの婦人層に多くみられ，アメリカでは，その中の「求職意
欲喪失者」 (discouragedworkers)が別掲して公表されている。
現代の雇用・失業問題では，資本に雇用されていない失業者とともに，現
実に資本に雇用され，就業しているが，その雇用条件が不規則・不安定であ
り，低賃金，長時間労働などの低い水準の労働条件で働いている不安定就業
者層が問題になっている。現代の不安定就業は，中小企業などの低い労働条
件（低賃金，長時間労働など）の階層にとどまらず，臨時雇，パートタイマ
ー，派遣労働者などの非正規雇用の多様な形態で，大企業の基幹部門の労働
者にまでおよんでいる。サービス経済化，産業の空洞化などの産業構造の変
動は，第三次産業，サービス産業の就業者を増大させ，その雇用・就業条件
の不安定就業化を促がしている。（加藤〔52〕，伍賀〔53〕，参照）
労働力統計では， (1)失業・半失業の統計指標として，休業者，一時的レイ
オフ者，非求職者などの区分の取り扱い， (2)不安定就業の統計指標として，
無給家族従業者，パートタイム就業者，転職・追加就業希望者などの区分の
取り扱いが検討されている。国際的には， ILOを中心に顕在的，潜在的不完
全就業 (underemployment)の基準と測定が問題とされている。特に短時
間就業（パートタイム就業）と追加就業・転職希望者を主な統計指標とする
顕在的不完全就業の測定をめぐって論議され，失業指標と不完全就業指標の
総合的把握が必要とされている。アメリカでは1960年代後半から70年代にか
けて，大都市における失業と貧困家庭の増大を背景として，失業の単一指標
としての公表失業率の限界が問題とされ，失業率と経済的貧困との関係の分
析が課題とされ， その総括的統計指標として半就業 (subemployment)の
120(356) 第 37 巻 第3•4号合併号
指標が検討されている。半就業の諸指標では，①失業者，③求職意欲喪失の
長期の失職者，⑧非自発的パートタイム就業者，④標準以下の賃金の仕事に
従事しているフルタイム就業者， などの区分とその構成が問題とされてお
り，失業状態と家族の経済的貧困の関係を分析する統計指標の開発測定が試
みられている。（岩井〔55)5章，参照）
本稿は，拙著（〔55〕，第6章失業統計の国際比較）の基本的枠組みを基
底において，そのいくつかの側面を補足，補論することを課題としている。
第一に，失業統計の国際比較の動向を考察し，従来の失業統計の国際比較の
到達点を明示する。第二に， ILOの新国際基準に準拠して実施されている
EC労働力調査を吟味・検討して， EC諸国の失業・不安定就業の統計指標
の推計表を提示する。第三に，同一の労働力調査の枠組みをもつ日米の失業
統計の比較とその失業・不定安就業の指標の最近のデータによる推計をおこ
ない，日本の雇用問題と失業統計の特殊性について考察する。
I 失業統計の国際比較の動向
(1) 雇用・失業統計の関連資料
失業統計の国際的定義と失業統計の比較基準として， ILOで策定された
国際基準がある。 ILOの雇用・失業統計の国際基準は， 国際労働統計家会
議 (ICLS)で討議され，決議が採択されて， その実施が各国に勧告されて
いるが，それは雇用・失業統計の国際的なガイドラインにすぎず，各国の社
会的歴史的状況の違いよって，各国の雇用・失業統計の定義，源泉，作成方
法は異なっている。 ILO統計局は，各国の政府統計機関からの失業統計の
報告を編集して， 『国際労働統計年鑑』や『労働統計季報」を刊行している
が，国際比較のために独自な調整をしてものではない。 (ILO〔釘～〔12〕，
参照）
失業統計は，主な作成方法別に，労働力標本調査（調査統計）と失業登録
統計（業務統計）がある。調査統計としては，一定年齢以上の個人（調査単
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位は世帯）の雇用状態（就業・失業状態）を調査対象とする労働力統計があ
り，短期間の現在の雇用状態 (currentstatus)を対象としている。また長
期間の平常の雇用状態 (usualstatus)を対象する有業者統計がある。業務
統計としては，失業登録統計すなわち職業紹介所統計と失業保険申請者（受
給者）統計がある。アメリカ，カナダ，日本などでは労働力調査がおこなわ
れているが，欧州諸国では，伝統的に公的な職業紹介所や失業保険制度が整
備されてきた関係から， その多くは失業登録統計である。（表1 失業統計
の源泉，参照）
労働力統計は，労働力，就業，失業の同一の枠組みからなっているが，年
齢制限，調査期間，求職期間，分類される各区分について，表2, 3の労働
表1 失業統計の源泉
1 サデ ベーイ I 2 職デ業ー紹タ介の所国 3 失申請業保の険国ータの国
オーストラリア オーストリア イ ギ リ ス
力 ナ ダ ベ 9レ ギ
フィンランド デンマーク
アイルランド フ ラ ン ス
イ 夕 リ ア 西 ド イ ツ
ノルウェー ギ リ シ ヤ
日 本 アイルランド
ボルトガル アイスランド
ス ヘ゜ イ ン ルクセンプルク
スウェーデン ニュージーランド
ア メ リ 力 オ ラ ン ダ
ノルウェー
ス ヘ゜ イ ン
ス イ ス
卜 ］レ コ
（注） ILO, Year Book of Labo釘 Statistics(various issues, 
including 1986). Geneva. 
＊イギリスは現在は第3列にあるが， 1948年中頃から1983年
10月までは，算定は職業紹介所データに基づいていた。
（出所） R. ビーン「国際労働統計」（翻訳〔2〕 p. 66) 
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表2 主な国の労働力調査の特性(1)
国 開女眸 定期性 i蘭鬱F賢贔調査期間求職期間魯礼訊讐
オーストラリア 1978年 毎月 15 - 1週 4週 1時間
力 ナ ダ 1945年 四半期 15 - 1週 4週 1時間
フィンランド 1959年 毎月 15 74 1週 7時間*1
アイルランド 1975年 (1毎981年年後） 15 - 1週 1時間
イタ リ ア 1945年 四半期 14 - 1週 1時間
日 本 1946年 毎月 15 - 1週 1時間
ノルウェイ 1972年 四半期 16 74 1週 1時間
ボルトガル 1972年 半年期 10 - 1週 1時間
スペイ ン 1975年 四半期 16 - 1週 1時間
スウェーデン 1970年 毎月 16 74 1週 60日 1時間
アメ リ 力 1940年 毎月 16 - 1週 4週 1時間
（注） *1標準労働時間の1/3以上
（出所） ILO Statistical Souces and Methods, Vol. 3, 1986 (〔1))に基づいて岩井
が作成。
表2 主な国の労働力調査の特性(2)
無給の 見習い者 新規 パート
国 軍隊志願兵（最無小給労家働族時従間業／者週） レイオ
就中業 見求職習 求タ職イ者ムフ者 求職
オーストラリア 除く ＊ 15 失 就 失 失 失
力 ナ ダ 除く ＊ ＊ 失 就 失 失 失
フィンランド 含む 除く 標準労働時間 3/1 失 就 失 失 失
アイルランド 含む ＊ 特定なし 就 就 ＊ 失 就
イタ リ ア 含む 除く 特定なし 失 就 失 失 失
日 本 含む 含む 特定なし *l 就 失 失 失
ノルウェイ 含む 除く 10 失 就 失 失 失
ポルトガル 除く 除く 15 就 就 失 失 失
スペイ ン 含む 除く 標準労働時間 1/3 失 就 失 失 失
スウェーデン 含む 含む 15 失 就 失 失 失
アメ リ 力 含む ＊ 15 失 就 失 失 失
（注） *1レイオフ制度がない。一時帰休などの一時的休職者は休業者とされる。
＊印は特に規定なし。
（出所） 表2に同じ。
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カ統計の特性(1),(2)にみられるように，各国で含まれる区分に若干の差異が
ある。失業登録統計は，職業紹介所統計の国々と失業保険申請者の国（イギ
リス）があるが，国別に失業の解釈，失業の記録，算定算方法が異なってお
り，各国の失業にについての報告制度，伝統的な失業対策，失業保険の行政
と法的規制が相違している。 したがって表4の EC加盟国の失業登録者の
主な特性にみられるように，その概念区分と算定方法にはかなり差異がみら
れる。失業保険システムでは，失業登録は職業紹介所を介して，仕事をえる
可能性がある場合でも，主に失業給付の受給を目的に職業紹介所への登録を
おこなうことが多い。また求職していない者でも，退職給付の資格を確保す
るのに失業登録している場合などがあるので， イギリスを除き， 加盟国で
は，登録失業者は失業給付の受給とは一致しない。（イギリスの失業登録統
計の歴史的発展とその特性の研究は， Garside〔切〕，参照）
(2) 失業統計の国際比較（従来の動向）
失業統計の国際比較の試みは，国際的統計機関である OECD経済統計局，
EC統計局および合衆国労働統計局などでおこなわれている。相異なる源泉
と方法によって作成された失業関連統計を使用して，失業統計の国際比較が
試算されている。以下，その主な調査研究の到達点をみる。
1) ILOの新国際基準に準じて作成されている国際的な労働力調査とし
て， EC共同体の労働力調査がある。 EC諸国では， 1960年代より1981年ま
で隔年に， 1983年よりは毎年に，統一的な労働力調査が実施されている。
EC諸国では，毎月公表されている伝統的な失業登録統計ともに年に一回実
施されている統一的な労働力統計が作成されていることになる。失業統計の
国際比較を向上させる上で，相異なる源泉と作成方法によって作成されてい
る労働力統計と失業登録統計の比較可能性の検討が一つの課題となってい
る。二つの失業統計は，基本的には，その源泉，定義，作成方法（調査統計
と業務統計）の相違により直接に比較することができない。 EC統計局のフ
ェルスト (H.Fiirst)は， EC労働力調査の結果 (EC10カ国）から，二つの
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表4- EC共同体加盟国
I西ドイツ フランスイタリアオランダ
I 求職する仕事の特性
1 求 職 ＋ ＋ ＋ ＋ 
2 求職する仕イ事ムのタイプ
ーフルタ ＋ ＋ ＋ ＋ 
ーパートタイム ＋ ＋ ＋ 
最ー小労働時間（週） 19 30 20 
ー産業での訓練 ＋ ＋ ＋ 
3 希望する仕事の期間一恒常 ＋ ＋ ＋ ＋ 
同上 一臨時的 ＋ ＋ 
I 失業登録者に含まれる者の特性
1 失業者の年齢ー最小 15 16 15 15/16 
ー最大 60 64 
2 新規求職者（若年者） ＋ ＋ ＋ ＋ 
3 就業がない期間の後での復職 ＋ ＋ ＋ ＋ 
4 就業している障害者 ＋ ＋ ＋ ＋ 
5 休暇労働（学生／学校児童） ＋ 
6 退職年金生活者 ＋ 
7 その他の年金受給者 ＋ ＋ ＋ ＋ 
直記録ー保持
1 登責任録にに挿か入かわ（現ら在ずの）仕事を失う ＋ ＋ ＋ ＋ 
2 登録を保持
ー一時的に働くことができない ＋ 
疇証明）一(2拒-否3の） 
ー 仕訓た事練後組が織提供へされたのを拒否し ＋ ＋ ＋ 一(7JI,) タイム
ー の参加中 一（フル ） ＋ タイム
一 国の雇用創出組織に参加中
3 登録の検査一定期的に出頭 （ 給悶3付カ月Tを毎受な） 毎月 毎月 2カ月毎
一申請中 ＋ ＋ ＋ 
（資料の諒泉）「登録失業者の定義」 Eurostat(yello series) 1986 
（出所） EC 『199碑~の共同体の労働力の調査」（〔7〕）,p. 70 (*印の注はない）
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図1 ILO失業者（調査統計）と登録失業者の比較
ILO失業者
.4) 
ILO失業者
・非登録
(2.6) 
ILO失業者
・登録者
(8.8) 
_J~ 仔
申告した登録者であ 登録したが、
るが、 ILOによると ILOに
非活動か就業者かに 非失業者
分類される (3.0) 
偏差
(0.9) 
I , 
公共職業紹介
所への登録者
(12.7) 
（単位：百万人）
（資料） EC労働力調査， 1985年および失業登録者についての各国
の統計（調査時点）
（出所） EC (〔7J,p, 81). 
失業統計の内在的な比較図（図 1)を例示し，その比較可能性を検討してい
る。表5は同一の EC労働力調査に基づく各国の ILO定義の失業者数中の
失業者総数に占める識業紹介所に登録している失業者数の割合を示している。
ILO定義の失業者数の内で登録失業者数の割合が低い国は，たとえばギリシ
ャ(7%)のように，相対的に低い失業給付の国に多いとされている。図 2は
欧州10カ国（スペインとボルトガルを除く）における ILO定義の失業者数
（労働力調査）と登録失業者数（登録失業者の各国別統計）との比較図であ
表5
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
職業紹介所に登録している ILO定義の失業者の割合
(363)127 
男 女 男女
霜 翌 総計 霜 翌 総計 霜 翌 総計
ベルギー 92 94 94 93 91 92 93 92 92 
デンマーク 67 92 83 70 90 84 68 91 83 
西ドイツ 85 91 90 79 73 75 82 83 83 
ギリ シャ 8 20 16 6 ， 7 7 14 11 
フラ ンス 84 84 84 83 71 76 84 77 80 
アイルランド 69 91 84 52 37 44 62 75 70 
イタ リ ア 84 80 83 86 77 82 85 78 82 
ルクセンプルグ 62 67 65 54 40 47 58 54 56 
オラ ンダ 81 89 87 72 51 59 77 75 75 
イギリス 86 88 87 69 38 50 79 69 72 
欧州 10カ国 83 86 85 77 63 69 80 75 77 
（資料）
（出所）
1985 EC labour force survey 
EC (〔刀， p.84) 
図2
％ 
20 
15 
10 
??
?
失業率の比較： !LO定義と登録失業者（欧州10カ国， 1985年4月）
一ILO 臨登録行
?
? ? 、
?
ー
?ー
?
??? ?ー??ー?
???
? ??????????????????????????????
（出所） EC (〔7),p. 86). 
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る。二つの源泉を異にする失業者数の比較は， 「たとえ粗雑な， 方法論的に
不満足な形態であっても」，各国の失業者数の過大推計または過小推計の程
度を分析する素材を与えるものであり，一般には登録失業者数の方が失業の
過大推計の傾向があるとされている。図2における10カ国の平均でも，登録
失業者率が10.9彩に対して調査失業率は9.6彩であることが示されている。
EC統計局は，相異なる失業統計の比較可能性の向上のために失業統計の改
善にむけての調査研究を開始する予定であるとされている。 (ECけ〕 p. 
84-86) 
二つの失業統計の比較の試みは，下記の OECDの標準化失業率の算定の
方法の基礎にもなっている。
2)失業保険制度と登録失業統計の編算の伝統のあるイギリスでは，登録
失業統計の歴史的研究が蓄積されている (Garside〔切〕，参照）。イギリス
では， 1982年11月より，登録失業者は，従来の職業紹介所への登録者から失
業保険事務所への申請者・登録者へと変更され，月別申請者総数は，計測の
日（通常は各月の第二木曜日）に「失業保険事務所」での給付の申請者数か
らなっている。申請者は，各月に，彼らが，働く能力があり，就業可能であ
り，かつ測定日が含まれる週に「積極的に求職していた」と言明した者であ
るとされている。しかしイギリスの失業保険登録統計にもさまざまな区分の
者の取扱いの問題があり，特に失業保険事務所に登録していない非登録失業
者 (unregisteredunemployment, 失業統計には算入されない失業者）の
諸問題がある（岩井 (5釘 p.314, 参照。）イギリスでは 1984年以来毎年，
EC労働力調査の一環としての労働力調査が実施されており， 労働力調査の
結果と失業保険申請者数の比較研究が継続されている。表6, 7と図 3'
4, 5は， 1990年と1991年の労働力調査結果と失業保険申請総数との比較研
究についての主要な図表である cu.K. 〔28〕⑫9〕）。
表6は月別申請者数と比較した ILO定義の失業数の関係，比較表 (1990
年）であり，図定3はその比較図である。また図4は ILOの失業測定と比
較した月別申請者数の内的フローチャート図（カッコ内は1989年と比較した
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (365)129 
表6 月別申請者数と比較した ILOの失業定義 （イギリス， 100万人）
1990年春 198岬春 1989年来の変動
総数男 女 総数男 女 総数 男 女
総でい過たIL去）O*失*4t業週者間に（就求業職可し能て
1. 87 1. 09 0. 78 1.98 1.15 0.83 -0. 1 -0. 06 -0. 05 
（内）申請者数に入らない 0.86 0.33 0.53 0.85 0.32 0.53 0.01 0.01 0.00 
申請者tt 1. 01 0. 76 0. 25 0.13 0.83 0.31 -0.12 -0. 07 -0. 05 
申請者tt非失業者t 0.51 0.36 0.15 0.65 0.45 0.20 -0.14 -0.09 -0.05 
（内）過か（就非去業活4週動可）間能ヰにで非な求職い
0.32 0.22 0.10 0.44 0.30 13-0.12 -0. 08 -0. 03 
就業者 0.20 0.14 0.05 0.22 0.15 0.07 -0. 02 -0. 00 -0. 02 
総申請者数 1. 52 1. 12 0. 40 1. 78 1. 28 0. 51 -0. 26 -0. 15 -0.11 
（注） ＊数字はまるめてある。
t詳しい定義は，「技術ノート」を参照。
＊＊その内， 190年の春では， 10万人は， 1989年春の 11万人と比較して， 18歳以
下の者であった。
ttこれらの数字は，申請者数と1991年の労働力調査の結果の双方を参照して，
算定されている。
PLO定義の失業者ではない。
ヰ従業もしておらず， ILO定義では失業者ではない。
（出所） U.K. (〔28〕● p. 620) 
表7 選択的失業の測定の比較（イギリス，各年の春） (100万人）
-ILOの失業尺度
•失業保険申請者の数t 三~三I:'三I三7:I ;: I ;9I ;7: I ;~;I三9:
（非調整，総数）
請者の数t
, 18歳以下を除
のカバレッヂ）
2. 77 I 2.91 I 2.99 I 2.80 I 2.28 I 1.75 I 1.51 I 2.05 
（注） すべての数字は個々に100万人近くにまるめられている。
t: 非調整の失業保険申請者数は，必ずしも表示期間と一致しない。
（出所） Results of the 1991 Labour Force Survey. Survey results and 
comparisons with previous years, Employment Gazette (〔2的， April,
1992. p. 168) 
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図3 月別申請者数と比較した ILOの失業尺度
薗 ILO失業者 笏申請者
（出所） U.K. (〔27),p. 618). 
1990年の変動率を表示）である。表7は， 1984年以来の年次別選択的失業の
比較表であり，図 5はその年次比較図である。
図3に要約的にみられるように， 1990年に， ILOの失業者である申請者
は1.01百万人（共通部分）， ILOの失業者だが非申請者は 0.86百万人， ILO
の失業者ではない申請者は0.51百万人である（さらに詳細な関係は図4,参
照）。また労働力調査が毎年実施されるようになった 1984年以後の ILO定
義の失業者数と申請者数の年次推移は，表6と図 5に示されているが，最近
の1989年と1990年には，若干の偏差があるが，ほぽ同様なレベルの傾向がみ
られるとされている。これは，イギリスにおける高範囲の失業保険制度の整
備と登録失業者が失業保険申請者であることと深く関係している。表5,図
2に示された他の欧州諸国では，国別で程度は異なるが，二つの失業統計に
一定の背離がみられる。
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (367)131 
図4 ILOの失業尺度と比較した月別申請者数（イギリス， 1990年春）
(1989年からの変動率）
申総徽
I ,520,000(-1596) 
??
申1就鑽者
200,000(-10%) 
有綸の仕事がない
1.330,000(-15%) 
仕事を選好しない
130,Dll0(-22%) 
仕事を選貸する
1, 190,000(-14%) 
ILOの定義では
非申鵡失鑽看
(! 悶唸.~~=は）
仕事の開姶を待っている
860,000(1%) 
2週間以内に仕事を
始めるのが不能である
80,000(-29%) 
2週問以内に仕事
を論めるのが可能
1, 100,000(-13%) 
煎の4年間に非求職
100.000(—ね％）
前の4週問に求li1中
・1.000,000(-10%)
非求随の倫の瑶虞
100,000(-32%) 
厩得の新しい仕事の
開給を待っている
-(-%) 
ILOの定義では
申1・非i!1動
320,000(—刀％）
ILOの定義では
申餓失窪看
1,0ID,000(-11%) 
ILOの定義では
申Il・非失蝙名
510,000(-21%) 
ILO定義の総失露者
1,870,000(-596) 
ID.ODO以下の戴字は睾示されていない
（出所） U. K. Measure of Unenployment: the claimat count and the LFS, 
Employment Gazette ((28〕● Nov. 1991. p. 917). 
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図5 失業：調査と申請尺度（イギリス）
(100万人）
3.5 , 
3］ 、~•----一-・ -
2.5 
2 一失業のILO尺度
1.5 Iー＿―-申請総数（非調整）
1 
0.51ー一申請総数（季節調整）
゜ 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990年
3) OECDの雇用・失業統計の国際比較
OECD経済統計局は，失業統計の国際比較の向上のために， 専門の検討
委員会を組総して，各種の勧告 (OECD〔泣〕〔23〕）をだすとともに，雇用
・失業統計についての定期的刊行物（〔17〕〔認〕〔19〕）を出版している。こ
こでは，その到達点として，標準化失業率と非自発的パートタイム就業の国
際比較の試算をとりあげる。
① 標準化失業率の国際比較。 OECD経済統計局は， 加盟国の主要諸国
の標準化失業率 (StandardisedUnemployment Rates, 略称 SURs)を公
表し，一定の条件で国際比較可能な失業率の試算をおこなっている (OECD
〔20〕⑫1〕）。表8は OECD6カ国の標準化失業率 (SURs)表である。
OECD加盟国の雇用・失業統計は， 労働力統計と失業登録統計という作
成方法上の違いとともに， 国毎にもその源泉と作成手順に相違がある。標
準化失業率は， 表9の推計方法についての詳細な説明にみられるように，
ILOの国際基準をガイドラインにして，加盟国の相異なる失業データ（労
働力統計と登録失業統計）から，一定の手順で比較可能なように調整され，
標準化された推定値である。①各国の失業データから， ILO基準に最も適
合した失業データが選択される。③四半期別， 月別推定は， 失業系列が年
別，四半期別に利用できる国々についてなされ，一般に月別登録失業統計を
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (369)133 
表8 OECD 15カ国の標準化失業率（総労働力に占めるパーセント）
11979年 1198坪 1198叫1986年 J1987年 J198叫 198呼
北アメ リ 力 5.9 2.8 7.4 7.1 6.4 5.7 5.4 
力 ナ ダ 7.4 1. 2 10.4 9.5 8.8 7.7 7.5 
ア メ リ 力 5.8 7.4 7.1 6.9 6.1 5.4 5.2 
日 本 2.1 2. 7 2.6 2.8 2.8 2.5 2.3 
中央•西ヨーロッパ 4.8* I 9.7 9.6 9.4* 9.0* 8.3* 7.3* 
ベ 9レ ギー＊ 8.2 12.1 1. 3 1. 2 11.0 9.7 8.1* 
フ ラ ン ス 5.9 9.7 10.2 10.4 10.5 10.0 9.6* 
ド イ ッ＊ 3.2* 7.1 7.2 6.4 6.2 6.2 5.5 
才 ラ ン ダ 5.4 I 11.8 10.6 9.9* 9.6* 9.2* 8.3* 
イ ギ リ ス 5.0* 1. 7 1. 2 1. 2 10.3 8.5* 6.9* 
南ヨーロッパ＊ . 12.8 13.4 13.6 13.6 13.2 12.4 
イ 夕 リ ア 7.6 9.4 9.6 10.5 10.9 11.0 10.9 
ボルトガル ． 8.4 8.5 8.5 7.0 5.7 5.0 
ス ヘ゜ イ ン 8.5 20.0 21.4 21. 0 20.1 19.1 16.9 
ノルディック諸国 3.1 3.7 3.4 3.3 I 2.8 2.8 2.8 
フィンランド 5.9 5.2 5.0 5.3 5.0 4.5 3.4 
ノルウェイ 2.0 3.1 2.6 2,0 2.1 3.2 4.9 
スウェーデン 2.1 3.1 2.8 2.7 1. 9 1. 6 1. 4 
オセアニア . . . 7.3 7.3 6.9 6.3 
オーストラリア 6.2 8.9 8.2 8.0 8.0 7.2 6.1 
ニュージーランド . . . 3.9 4.0 5.6 7.1 
上記諸国の総計＊ 5.1*~ 7.9 7.8 7. 7* I 7.3* 6.7* 6.2* 
（注） a) EC労働力調査による新シリーズ。 OECD,Quarterly Labourr Force 
Statistics, No. 2, 1990, 参照。
b)標準化推定は， 1983年以前のボルトガルには適用されない。 197吟弔：南ヨ
ーロッパの総計とボルトガルを除いてある。
c) OECDによって調整され，計算された系列は，アステリック（＊）によっ
て表示されている。系列の非連続は (I)によって示されている。
（資料） OECD Quarterly Quarterly La加四 ForceStatistics, No. 2, 1990. 参照。
（出所） OECD Employment Outlook, July 1990. p. 36. 
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 (
月
報
）
に
公
表
さ
れ
た
て
い
な
い
失
業
者
を
除
い
て
い
る
。
失
業
保
険
の
資
格
の
あ
る
完
全
Iレ
登
録
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
い
る
。
失
業
者
は
，
O
N
E
M
に
失
業
者
(a
源
険
労
働
力
の
パ
ー
ギ
登
録
し
て
い
る
考
（
失
業
保
険
の
資
格
が
あ
る
者
も
な
い
者
セ
ン
ト
と
し
て
，
(b
聴
労
働
の
I
 
も
い
ず
れ
も
）
で
あ
り
，
完
全
に
失
業
し
て
お
り
，
直
ち
に
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
て
。
就
業
可
能
で
あ
る
者
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
(E
O)
 
?
?
?
?
?
瀕 ?
?
囃 瀕 3
• 4%
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力
失
業
推
計
は
，
統
計
カ
ナ
ダ
(S
ta
ti
si
cs
Ca
na
da
)
に
S
U
R
s
失
業
者
は
，
(a)
一
定
日
に
復
職
予
ナ
よ
っ
て
実
施
さ
れ
た
毎
月
労
働
力
調
査
か
ら
直
接
に
得
ら
れ
定
の
レ
イ
オ
フ
者
，
(b)
就
業
可
能
だ
が
，
積
ダ
る
。
こ
の
調
査
の
結
果
は
，
統
計
カ
ナ
ダ
の
Th
e
La
bo
ur
 
極
的
に
求
職
し
て
い
な
い
レ
イ
オ
フ
者
を
含
Fo
rc
e
に
公
表
さ
れ
て
い
る
。
(S
) 
む。
フ
失
業
推
計
は
，
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
中
央
統
計
局
(C
SO
)
に
な
し
総
労
働
カ
マ
イ
ナ
ス
徴
兵
の
イ
よ
り
実
施
さ
れ
た
毎
月
労
働
力
調
査
か
ら
直
接
に
得
ら
れ
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
て
の
S
U
R
s
ン
る
。
こ
の
調
査
結
果
は
cs
o
の
La
bo
ur
Fo
rc
e 
Su
rv
ey
 
失
業
ラ
（
労
働
力
調
査
）
に
公
表
さ
れ
て
い
る
。
い
く
つ
か
の
結
果
ン
は
労
働
省
に
よ
り
発
表
さ
れ
て
い
る
La
bo
ur
 
Re
po
rt
s 
ド
（
労
働
報
告
）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。
(S
) 
国
家
統
計
•
経
済
研
究
所
(I
NS
EE
)
は
，
毎
年
3 月
に
な
し
I
N
S
E
E
に
よ
っ
て
発
表
さ
フ
労
働
力
調
査
を
実
施
し
て
い
る
。
登
録
失
業
の
数
値
を
使
れ
て
い
る
年
失
業
率
は
S
U
R
s
用
し
て
，
3
月
調
査
の
数
値
は
年
次
推
計
に
換
算
さ
れ
，
の
と
同
じ
で
あ
る
。
A
N
P
E
ラ
I
N
S
E
E
の
Le
s
Co
mp
te
s 
de
 l
a 
Na
ti
on
に
公
表
さ
れ
は
，
月
別
，
四
半
期
別
基
準
で
て
い
る
。
S
U
R
s
に
使
用
さ
れ
た
月
別
失
業
数
値
は
，
月
別
登
録
失
業
者
の
数
を
発
表
し
て
ン
登
録
失
業
平
均
レ
ベ
ル
に
対
す
る
最
近
の
年
次
調
査
推
計
の
い
る
が
，
失
業
の
率
は
計
算
し
比
率
を
掛
け
る
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
。
登
録
失
業
の
デ
ー
タ
て
い
な
い
。
ス
は
，
国
家
雇
用
局
(
A
N
P
E
)
に
よ
っ
て
編
集
さ
れ
，
社
会
事
情
•
国
防
省
に
よ
っ
て
，
St
at
is
ti
qu
es
d
u
 t
ra
va
il
 
(労
働
統
計
）
に
公
表
さ
れ
て
い
る
。
(E
O)
 
ド
連
邦
統
計
局
(S
B)
は
，
年
1
回
4
月
か
5
月
に
マ
イ
ク
積
極
的
求
職
の
期
間
は
特
定
さ
れ
て
い
な
文
民
雇
用
者
の
パ
ー
セ
ン
ト
イ
ロ
セ
ン
サ
ス
を
実
施
し
て
い
る
。
結
果
は
S
B
の
Wi
rt
sh
af
t
い
の
で
，
S
U
R
s
の
失
業
者
は
，
最
近
求
職
と
し
て
の
登
録
失
業
者
un
d 
St
at
is
ti
k
に
公
表
さ
れ
て
い
る
。
当
該
月
の
S
U
R
s
し
て
い
な
い
者
も
含
む
。
S
U
R
s
失
業
者
は
，
ツ
の
失
業
数
値
は
マ
イ
ク
ロ
セ
ン
サ
ス
か
ら
直
接
得
ら
れ
る
。
ま
た
関
係
期
間
に
仕
事
を
開
始
で
き
な
い
者
?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
（
?
?
）
?
?
?
?
?
国
1
標失
業準
化推
失定
業の
率源
泉(
SU
Rs
)
の
計
算
に
お
け
る
SラU
イR
sン
にの
失よ
業る
失と
業I
LりO
のの
間
1の9
8概坪
念的
ガ差
イ異
ド
I
 公最表も
広失
業く
使率
用の
定さ
義れ
た
他
の
月
の
S
U
R
s
の
推
定
は
，
登
録
失
業
者
の
月
別
デ
ー
も
含
む
。
ド
タ
を
使
っ
て
，
最
新
の
マ
イ
ク
ロ
セ
ン
サ
ス
の
外
挿
に
よ
っ
イ
て
得
ら
れ
る
。
登
録
デ
ー
タ
は
，
Am
tl
ic
h 
Na
ch
ri
ch
ti
n 
ツ
de
r 
Bu
nd
es
an
st
at
 f;
 ヽ
r
Ar
be
it
に
発
表
さ
れ
て
い
る
。
(E
O)
 
四
半
期
別
失
業
推
定
は
，
中
央
統
計
研
究
所
(I
ST
AT
)
積
極
的
求
職
の
期
間
が
特
定
さ
れ
て
い
な
文
民
労
働
力
と
軍
隊
労
働
力
で
，
四
半
期
毎
に
実
施
さ
れ
る
労
働
力
調
査
か
ら
直
接
に
得
い
の
で
，
S
U
R
s
失
業
は
，
最
近
求
職
し
て
か
ら
永
久
施
設
収
容
者
（
主
に
ら
れ
る
。
調
査
の
結
果
は
，
Ri
ve
la
zi
on
al
e 
Na
zi
on
al
e 
い
な
い
者
も
含
ん
で
い
る
か
も
し
れ
な
い
。
宗
教
施
設
）
を
差
し
引
い
た
イ
de
ll
e 
Fo
rc
e 
di
 
La
vo
ro
で
I
S
T
A
T
に
よ
っ
て
公
表
さ
S
U
R
s
失
業
は
ま
た
，
関
係
期
間
に
仕
事
を
数
の
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
て
の
夕
れ
る
。
月
別
推
計
は
，
第
一
に
利
用
し
う
る
最
近
の
二
つ
の
開
始
で
き
な
い
者
も
含
む
。
S
U
R
s
失
業
者
四
半
期
の
間
の
月
平
均
の
ト
レ
ン
ド
に
よ
る
最
近
の
調
査
推
リ
計
の
外
挿
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
。
次
の
調
査
数
字
が
公
表
さ
ア
れ
る
時
，
こ
れ
ら
の
月
別
推
計
は
，
線
形
補
間
法
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
改
定
数
字
に
置
き
換
え
ら
れ
る
。
月
別
S
U
R
s
は
O
E
C
D
の
出
版
物
に
は
公
表
さ
れ
ず
，
地
域
総
計
の
計
算
に
だ
け
使
用
さ
れ
る
。
(
S
)
 
失
業
推
計
は
，
総
務
庁
統
計
局
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
毎
積
極
的
求
職
の
期
間
は
1
週
間
と
特
定
さ
S
U
R
s
と
同
じ
。
日
月
労
働
力
調
査
か
ら
直
接
え
ら
れ
る
。
調
査
結
果
は
，
毎
月
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
，
以
前
の
求
職
の
「
労
働
力
調
査
報
告
」
に
統
計
局
に
よ
っ
て
公
表
さ
れ
結
果
の
待
機
が
積
極
的
求
職
と
算
定
さ
れ
る
る。
(
S
)
 
ので
，
S
U
R
s
失
業
に
は
最
近
求
職
し
て
い
本
な
い
者
も
含
ま
れ
る
。
S
U
R
s
失
業
は
就
職
待
機
者
を
含
ま
な
い
。
? ? ?
?
?
濾 3
7
~
 
瀕 3• ?
?
?
?
? ?
?
失
業
推
定
は
，
社
会
事
情
局
で
編
集
さ
れ
た
統
計
デ
ー
タ
S
U
R
s
失
業
者
は
，
65
歳
以
上
の
失
業
者
，
週
20
時
間
以
上
の
文
民
，
軍
に
基
づ
い
て
，
So
ci
al
e
ma
an
ds
ta
ti
st
ii
k
誌
に
オ
ラ
ン
ダ
公
共
職
業
紹
介
所
に
登
録
し
て
い
な
い
失
業
隊
労
働
カ
プ
ラ
ス
S
U
R
s
失
オ
中
央
統
計
局
に
よ
っ
て
公
表
さ
れ
て
い
る
。
失
業
者
は
，
仕
者
，
週
20
時
間
以
下
し
か
求
職
し
な
い
か
，
業
者
の
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
て
の
事
が
な
く
，
寵
ち
に
就
業
可
能
で
あ
り
，
週
20
時
間
以
上
の
休
暇
就
業
を
求
職
し
て
い
る
学
生
で
あ
る
登
S
U
R
s
失
業
者
ラ
仕
事
を
求
職
し
て
い
て
．
公
共
職
業
紹
介
所
に
登
録
し
て
い
録
失
業
者
を
含
ま
な
い
。
S
U
R
s
失
業
は
，
ン
る
者
と
規
定
さ
れ
る
。
(E
O)
 
前
4
週
間
に
仕
事
を
見
い
だ
し
た
が
，
登
録
悔
か
ら
ま
だ
削
除
さ
れ
て
い
な
い
者
，
同
様
ダ
に
求
職
者
と
し
て
登
録
し
た
が
，
仕
事
が
提
供
さ
れ
て
も
ま
だ
受
け
入
れ
て
い
な
い
者
も
含
ん
で
い
る
。
四
半
期
別
失
業
推
定
は
、
ノ
ル
ウ
エ
イ
中
央
統
計
局
(
C
B
な
し
総
労
働
力
の
パ
ー
セ
ン
ト
と
S)
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
て
い
る
四
半
期
労
働
力
標
本
調
査
し
て
の
登
録
失
業
者
ノ
か
ら
直
接
得
ら
れ
る
。
調
査
結
果
は
，
Ar
be
id
sm
ar
ke
ds
ta
-
Jレ
ti
st
ik
k
誌
に
C
B
S
に
よ
っ
て
公
表
さ
れ
て
い
る
。
月
別
推
ウ
定は
，
Mo
nt
hl
y
bu
ll
et
in
 o
f 
St
at
is
ti
cs
誌
に
C
B
S
に
工
よ
っ
て
公
表
さ
れ
て
い
る
登
録
失
業
者
の
月
別
デ
ー
タ
を
使
イ
用
し
て
，
最
も
最
近
の
四
半
期
別
調
査
数
字
の
外
挿
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
。
月
別
S
U
R
s
は
O
E
C
D
の
出
版
物
に
公
表
さ
れ
ず
，
地
域
総
計
の
計
算
に
の
み
使
用
さ
れ
る
。
(
S
)
 
四
半
期
別
失
業
推
計
は
，
国
家
統
計
研
究
所
(I
NE
)
に
積
極
的
求
職
の
期
間
が
特
定
さ
れ
て
い
な
総
労
働
カ
マ
イ
ナ
ス
（
徴
兵
よ
っ
て
実
施
さ
れ
て
い
る
四
半
期
労
働
力
標
本
調
査
か
ら
直
い
の
で
，
S
U
R
s
失
業
に
は
最
近
求
職
し
て
と
永
久
的
施
設
収
容
者
＜
主
に
ス
接
得
ら
れ
る
。
調
査
結
果
は
，
En
cu
es
ta
de
 P
ob
li
ca
ti
on
 
い
な
い
者
も
含
ま
れ
て
い
る
。
宗
教
施
設
＞
）
の
パ
ー
セ
ン
ト
ヘ゜
Ac
ti
va
誌
に
I
N
E
に
よ
っ
て
公
表
さ
れ
て
い
る
、
月
別
推
定
と
し
て
の
S
U
R
s
は
ま
た
海
外
イ
は
。
同
家
雇
用
研
究
所
に
よ
っ
て
編
集
さ
れ
，
Es
ta
di
st
ic
a
の
Ce
ut
a
と
Mi
ll
ia
の
領
地
de
 E
mp
le
o
誌
に
公
表
さ
れ
て
い
る
登
録
失
業
者
の
月
別
デ
を
カ
バ
ー
し
て
い
る
。
ン
ー
タ
を
使
用
し
て
，
最
も
最
近
の
四
半
期
別
調
査
数
字
の
外
挿
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
。
月
別
S
U
R
s
は
O
E
C
D
の
出
版
物
に
は
公
表
さ
れ
ず
，
地
域
総
計
の
計
算
に
の
み
使
用
さ
?
?
?
?
? ?
?
?
?
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?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
国
1
標失
業準
化推
失定
業の
率源
泉(
SU
Rs
)
の
計
算
に
お
け
る
SラU
イR
sン
にの
失よ
業る
失と
業I
LりO
のの
間
1の9
概82
念年
的ガ
差イ
異ド
最公
表も
広失
業く
率使
用の
定さ
義れ
た
Iれる
。
(
S
)
 I
 
I
 
ス
デ
失
業
推
計
は
，
「
統
計
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
」
(S
CB
)
に
よ
っ
な
し
S
U
R
s
と
同
じ
。
ウ
ン
て
実
施
さ
れ
て
い
る
毎
月
労
働
標
本
調
査
か
ら
得
ら
れ
る
。
工
調
査
結
果
は
，
Th
e
La
bo
釘
Fo
rc
e
誌
に
S
C
B
に
よ
っ
I
 
て
公
表
さ
れ
て
い
る
。
(
S
)
失
業
推
計
は
，
人
ロ
セ
ン
サ
ス
と
家
計
調
査
か
ら
の
デ
ー
な
し
季
節
調
整
率
は
，
「
申
請
失
タ
に
よ
っ
て
補
足
さ
れ
て
い
る
月
別
登
録
統
計
に
基
づ
い
て
業
者
」
（
即
ち
学
卒
者
と
成
人
学
イ
い
る
（
手
順
は
ア
メ
リ
カ
労
働
統
計
局
に
よ
っ
て
開
発
さ
れ
生
を
除
く
失
業
保
険
申
請
者
）
た
も
の
に
近
い
）
。
雇
用
省
は
，
学
卒
者
と
求
職
し
て
い
る
か
ら
な
る
。
文
民
，
軍
人
雇
用
成
人
学
生
を
含
み
，
障
害
者
を
除
い
た
総
登
録
失
業
者
の
推
者
プ
ラ
ス
申
請
失
業
者
の
パ
ー
ギ
計
を
出
し
て
い
る
。
調
査
デ
ー
タ
の
控
除
は
，
関
係
週
に
何
セ
ン
ト
と
し
て
。
末
調
整
率
で
ら
か
の
仕
事
を
し
た
が
失
業
者
と
し
て
登
録
し
て
い
る
者
，
は，
学
卒
者
は
，
「
申
請
失
業
リ
仕
事
が
提
供
さ
れ
て
も
受
け
い
れ
て
い
な
い
者
に
つ
い
て
，
者
」
に
含
ま
れ
る
。
な
さ
れ
て
い
る
。
調
査
デ
ー
タ
は
ま
た
，
失
業
者
で
あ
る
が
ス
登
録
し
て
い
な
い
者
の
数
の
推
計
に
使
用
さ
れ
る
。
登
録
，
調
査
デ
ー
タ
は
，
Em
pl
oy
me
nt
Ga
ze
tt
e
誌
に
，
雇
用
省
か
ら
公
表
さ
れ
て
い
る
。
19
83
年
に
使
用
さ
れ
た
調
整
手
順
の
サ
ン
プ
ル
に
つ
い
て
は
，
表
10
,
参
照
。
(
E
O
)
 
失
業
推
計
は
，
合
衆
国
商
務
省
（
セ
ン
サ
ス
局
）
に
よ
っ
S
U
R
s
失
業
者
は
，
前
雇
用
主
と
正
常
な
S
U
R
s
と
同
じ
。
ア
て
実
施
さ
れ
て
い
る
「
現
在
人
口
調
査
」
(C
ur
ra
nt
po
p-
結
び
つ
き
を
も
っ
て
い
る
か
否
か
に
か
か
わ
メ
ul
at
io
n 
Su
rv
ey
)
か
ら
直
接
に
得
ら
れ
る
。
調
査
結
果
は
，
ら
ず
，
ま
た
積
極
的
に
求
職
し
て
い
る
か
否
リ 力
Em
pl
oy
加
nt
an
d 
Ea
rn
in
gs
誌
に
労
働
統
計
局
に
よ
っ
か
に
か
か
わ
ら
ず
，
す
べ
て
の
レ
イ
オ
フ
者
て
公
表
さ
れ
て
い
る
。
を
含
む
。
? ? ?
?
?
凜 3
7
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（注
）
s:
 労
働
力
調
査
，
E
O
:
登
録
失
業
（出
所）
O
E
C
D
 (〔
21
J)
, 
p.
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1.
 
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (375)139 
ベースにした外挿法によっておこなわれる。③失業率の分母は総雇用すなわ
ち文民と軍人（含むか除くか）プラス失業（求職失業者か登録失業者）から
なる。イギリスでは，登録失業者が，従来の職業紹介所への登録から失業保
険事務所への申請へと変更されたので，表10のような調整手順で標準化失業
表10 イギリスの季節調整された標準化失業率の計算―1983年1月の計算例
+- I 構成要素 千人 I 出 所
1 失業保険申請者 2,983 Employment Gazette 
雇用省 (DE)
2(+) 職業紹介所に登録しているが， 176 Employment Gazette DE. 季節
まだ失業保険の資格のない離学 調整要因はアメリカ労働統計局
者 (Schoolleavers) (BLS)によって提供された。
3(+) 休暇中に雇用保険を申請してい 59 Employment Gazette DE. 季節
る成人学生 調整要因は BLSの提供
4(+) 職業紹介所に登録しているが， 154 DEの情報から BLSが推定
失業給付の資格のないその他の
者
5(+) 就業可能で，求職しているが， 444 年次の「一般世帯調査」 (GHS)
失業給付を申請していない者と の結果からBLSが推計。DEの
職業紹介所に登録していない者 提供の推計
6(-) 失業給付を申請できない者 23 DEの提供の推計
7(-) 国民保険信用を維持するために 136 GHSの結果から BLSが推計
だけ職業紹介所に登録している
者で，仕事が提供されても，雇
用を受けないであろう者
8(-) 失業給付を申請しているが，そ 149 1966年「サンプルセンサス」の
の週に何らかの仕事をした者 結果から BLSが推計
9(=) SURsの失業者 3,508 
10(+) 文民雇用 23,404 Employment Gazette DE. 
11(+) 家事サービス者 130 GHSの結果から BLSが推計
12(+) 軍隊員 325 Employment Gazettte DE. 
13(-) 2以上の仕事をもっている者 250 GHSの結果から DEが推計
14(=) 総労働力 27,117 
15 I 12.9形一
（出所） DECD (〔2り）， p.39. 
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率が算定されている。
OECD国の標準化失業率は， 一定の条件，制約のもとで推計された失業
率なので，各国の失業率の絶対的水準を反映する度合いは別として，相対的
な比較，その時系列的変動の国際比較の指標として，一定の意義をもってい
るといえよう。 (OECD諸国の未調整の失業率と標準化失業率の比較対照と
その最近の動向は， Bean口〕， 3章，参照）。
③ 非自発的パートタイム就業者の国際比較。不安定就業の主要な指標と
して，パートタイム就業がある。パートクイム就業については，それぞれの
国の歴史的経済的諸条件の相違により異なった規定がなされており，国際
的に統一された規定はない。バートタイム就業者を法律によって規定してい
る国（ドイッ，フランス，スペイン，スイス，など）もあるが，多くの国で
表11 パートタイム就業者の統計的定義
E C Elパートタイム従業者とは，原則的には，労働力標本調査の時に
パートタイムであると述べた者である。いくつかの国では，回
答が他の基準によって検査される。たとえばフランスでは，パ
ートタイム職は，その労働時間が30時間末満であるかが判定さ
れる。
オーストラリア I通常において，また調査週において労働時間が35時間未満の
者。
オーストリア 1正規の週労働時間が36時間未満の者。自営就業者は除く。
カ ナ ダ 労働時間が通常30時間末満の従業者。通常30時間未満である
が， 自分でフルタイム就業者であると考えている者はフルタイ
ム就業者とされる。
フィンランド その主な職業において正規労働時間が30時間未満の者。
日 本調査対象週に労働時間が35時間未満の者。
ニュージーランド 労働時間が毎週30時間以内の者。
ノルウェー 調査週に実際労働時間が35時間末満の者。
スウェーデン 労働時間が通常35時間末満の者。
ア メ リ カ 非農業部門において労働時間が通常35時間未満の者，および職
に就いて調査対象週に非経済的な理由によって（すなわち自発
的に）労働時間が35時間末満である者。経済的理由によって35
時間未満である週は含まれない。
（出所） OECD Employme11t Outlook (1985年），参照。 R.ビー ン，（〔2〕)， p.49. 
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は法律的な規定はなく，社会的諸条件におおじて規定されている。パートタ
イム就業は，雇用・就業の条件としての規定としては，労働契約での雇用の
臨時性，雇用の不規則性・不安定性，低賃金と社会保障から除外，差別的労
働権（待遇の機会不平等）など，不安定就業の一つの形態として，いくつか
の側面から理論的に規定することができる。（国際的なパートタイム就業の
多様な形態と動向については，三富〔54〕，参照）
統計的規定としてのパートタイム就業も，表11のパートタイム就業者の統
計的定義にみられるように，国によって規定が異なっている。統計上のパー
トタイム就業の規定では，国際的には，イ）パートタイム就業の労働時間数
（各国の標準労働時間より少ない時間数）と，口）パートクイム就業の理由
（特にその非自発的理由または経済的理由）が問題とされている (Neubourg
〔13〕，参照）。
パートクイム就業， 特に非自発的（経済的）パートタイム就業は現代の
不完定就業の一つの重要な形態である。 OECD経済統計局は， 最近， パー
トクイム就業についての調査研究をおこない， 「不完全就業の一つの要素
としての非自発的パートタイム労働者」の国際比較の推計を発表している
(OECD 〔糾〕）。その基本表として，表12のパートクイム就業の諸類型と表13
の非自発的パートタイム就業者の国別分布（年齢別，性別）をみる。非自発
的パートクイム就業者は， ①平常にフルタイムに就業しており， 調査週に
経済的理由によって，平常の労働時間数よりも少ない時間で働いている者，
Rフルクイムの仕事に就けないので，平常にパートクイムで働いている者，
⑧その他の非自発的パートクイム就業者の 3区分によって推計がなされてい
る。
表12によって1987年前後での総パートタイム雇用をみると，総数の構成比
では，オランダ，デンマーク，スェーデン，イギリスの順で高い。特に女性
のパートクイム雇用の比重は各国とも著しく高く，オランダは 57.82%, ィ
ギリス，デンマーク，オーストラリアは40%を越えている。非自発的パート
タイム就業では，③の区分の比重が高く，特に女性の占める割合が大きく，
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表12 総雇用に占めるパートタイム雇用の
すべての者I: 総 総’‘。イ パィ心]経的・由フ‘{イタムb』パフルク・仕事のをだない 鵡その＾自トム I 夕
用雇拿さ ト1雇用 b)イ夕卜イみ ィム
夕 ム理ルムムい(c)非I(d) 
オー ストラ））ア(1989年） 7727. 6 21. 48 0.53 3.62 4571. 9 
ベルギー(1987年） 3382.1 10.33 0.24 3.21 0.01 2164.3 
力 ナ ダ(1986年） 11634. 0 15. 56 0.79 4.42 6657.0 
デンマーク(1987年） 2561. 0 25. 13 0.59 2.16 0.11 1383.1 
ド イ ツ(1987年） 26159. 0 12. 99 0.21 0.86 0.01 15941,5 
ギリ シア(1987年） 3581.1 7.87 2.47 1. 32 0.14 2352.1 
アイルランド 1001. 2 8.15 0.60 2.37 0.03 666.1 
イタ リ ア 20664.0 5.53 0.38 1. 98 0.03 13758.9 
日 本 57910. 0 8.19 0.74 1. 23 35050.0 
オラ ンダ(1987年） 5728. 3 29. 75 0.22 6.03 0.05 3662.3 
ポルトガル(1986年） 4063.9 5.24 0.10 1. 40 2431. 6 
スペイ ン 11680. 4 5.87 0.47 1. 60 0.02 8091. 3 
スウェーデン(1986年） 4268. 7 24.19 0.17 2.94 2237.8 
イギリス(1987年） 24605. 6 22. 60 0.55 2.24 0.09 14147.7 
アメ リ 力 114968. 0 17.88 1. 53 2.16 63273.0 
（注） a)この表の適用された定義と Emp[oymentOutlook 1989の付録 I.Bで規
は，その平常の状態によってパートタイムかフルタイムに就業者を分類す
労働時間の基準でおこなわれている。ここでの情報と EmploymentOutlook 
に就業者している者に関係している。これらのグループの者は， Employment
ム就業のひとつの構成要因とみなされる。
b)オーストラリア，カナダ，スウェーデン，アメリカでは，このグループは，
上記のカット・オフされた時間よりも少なく働いた者である。残りの国では，
よりも少なく働いている者である。オーストラリアでは，経済的理由はショ
概念はショートタイムで働くか，週のある期間レイオフされている者を含ん
や設備の修理工事の必要が含まれる。日本では，事業の不振が経済的理由と
仕事の開始か，仕事の終了（新しい仕事の開始なしに）からなっている。
c)日本，オーストラリアとスウェーデンの数字は，希望される追加時間の実
のものである。
d)他の理由か，何ら理由がないか，経済的理由で平常働いているよりも少な
アメリカのデータは平常パートタイムを働いて，その理由が「不最気労働」
間を働いているパートタイム就業者にかんするものであるので， EEC賭国
的性格のものであるとされているが，明確ではない。 198朗三では，このクル
e)標本の大きさが信頼推定のために余りにも小さい。
（資料） A匹 tralia: Labo釘 Force,Australian Bureau of Statistics・デー タは8月
United States: Employment and Earnings. データは CPSから月別推定
Swed暉： Arbeiskraftsunders/Jknhingen, AKU Statistiska Centralayran. 
Japan: 1'. 加 SpecialSurvey of t加 Labo匹 ForceSurvey. 末発表データ
EEC countries: 末発表データは各国の労働力調査にもとづく EUROSTAT
Canada: T加 LabourForce, Statistics Canada. 
（出所） OECD Employmeot 0叫 ook,July 1990, (〔24〕・ Table7,1) p. 181. 
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類型の割合（性別， OECD15カ国， 1988年(a))
男 性 女 性
総ノヽイム
パィ戸1経的・菜由フ・(イム夕b) パタト1ルタフ・仕事のをせだない 他譴のノ的ヽイ； ム
総
総ノヽイム
パィげ1経的・閤由フ‘lイム夕b) 
パ・のだ
タトIルタフ仕章をせない渭 用畔さ 渭
夕 イイみ 非 I(d) 夕 イイみム理ル ムムい(c) ム理ル ムムい(c)
8.45 0.69 1. 82 3155.7 40.36 0.29 6.24 
2.21 0.25 0.93 1217.8 24. 75 0.22 7.27 
7.81 0.90 2.42 4977.0 25.92 0.64 7.09 
10.30 0.80 0.59 0.02 1177. 9 42.54 0.35 4.01 
2.28 0.29 0.20 10217.5 29. 71 0.09 1. 90 
5.12 2.44 1.12 0.06 1229.0 13.12 2.53 1. 72 
3.97 0.70 1. 80 335.1 16.45 0.42 3.50 
3.24 0.38 1. 35 0.02 6905.1 10.09 0.37 3.22 
3.02 0.57 0.57 22860.0 16.10 1.01 2.23 
13.91 0.20 1. 97 0.01 2066.1 57.82 0.27 13.23 
2.81 0.12 0.60 1632.3 8.85 0.06 2.59 
2.57 0.53 0.55 0.01 3589.1 13.31 0.35 3.95 
10.91 0.21 0.91 2030.9 38.83 0.13 5.17 
5.99 0. 71 1.48 0.01 10458.0 45.08 0.33 3.26 
1. 05 1. 63 1.49 51696.0 26.23 1. 40 2.99 
(379)143 
他請のハ的イム； 
非 I(d) 
0.03 
0.21 
0.02 
0.30 
0.08 
0.06 
0.12 
0.01 
0.04 
0.19 
定されたパートタイムとフルタイムの定義に若干の差異がある。 とくにほとんどの国
る。このことは，一般に回答者の「自己確認」に基づくか，水準の以上か以下かの平常の週
1989で適用された定義との違いは，「平常フルタイムで経済的理由でパートタイム」
0叫 ook1959ではフルタイム就業者に算定されていたが，ここでは非自発的パートタイ
その労働時間が各々少なくとも35,30, 35, 35時間であり，調査期間中に経済的理由で，
このグループはその仕事がフルタイムであると書いた者と平常経済的理由で働いている
ートタイムか不十分な労 を働かざるをえないことを意味している。カナダでは， バの
でいる。アメリカでは，冒済的理由には，不兼気労働，施や設備の材の不足，承業
される。スウェーデンと EEC諸国では，経済的理由は不蜃気労働，関は期間に新規の
際の量に関係なく，より多くの時間働きたいと思っているパートタイム就業者について
い時間働いているパートタイム。これらのデータは EEC諸国だけで利用可能である。
と言った者について利用される。この概念は，それが平常に経済的理由で少ない労働時
の概念と異なっている。不景気労働による平常パートタイム就業の意味は，それが一時
ープは総雇用の0.5%強であった。
のものである。
の平均による。末発表データも含まれている。
データは労働年調査の月別推定の平均による。
は，総務庁統；；局から提供された。
によって提供された。
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表13 非由発的パートタイム
経済的理由のバートタイム，平常フルタイムの
( 実100 0 数人） 総（％数） 
男
15-24 25-54 55 15-24 
歳 歳 歳以上 歳
オーストラリア(1989年） 41. 0 100. 00 
ベルギー(1987年）d 8.1 100.00 9.56 37.05 20.86 7.35 
力 ナ ダ(1986年） 91. 9 100. 00 
デンマーク(1987年） 15. 2 100. 00 10.49 37.16 25.05 3.60 
西 ドイツ(1987年） 55. 3 100. 00 7.69 54.30 21. 27 1. 81 
ギリ シア(1987年）d 88. 3 100. 00 6.78 30.59 27.50 2.23 
アイルランド 6.1 100.00 14.54 47.88 14.30 13.63 
イ 夕 リ ァd 77. 6 100. 00 7.37 38. 71 20.83 9.31 
日 本 420. 0 100. 00 29.55 15.91 2.27 
オラ ンダ(1987年） 12.8 100.00 1. 19 39.16 5.46 12.07 
ボルトガル(1986年）d 3.9 100.00 23.40 37.52 1. 84 9.59 
スペイ ンf 55.4 100.00 14.64 39.47 23.35 6.76 
スウェーデン(1986年）e 7.3 100.00 
イギリ ス(1987年）f 134.3 100.00 21. 49 43.66 9.53 11.06 
アメ リ ヵf 1760.0 100.00 13.86 38. 75 6.25 9.72 
（注） a),b),c). 表12(Tab! 7.1)の注a),b), c), 参照。
d) 14-24歳 25-49歳， 50歳以上の者に関するデータ。
e) 16-24歳， 25-54歳， 55歳ー64歳の者に関するデータ。
f) 16-24歳， 25-54歳， 55歳以上の者に関するデータ。
（出所） OECD, Emglcyment Outlook, July, 1990, (〔2む， Table7.3) p. 184. 
オランダでは13.23%を占めている。表13によると，①の区分と③の区分の
非自発的パートタイム就業の分布では，いずれも年齢別では24~54歳の生産
年齢層が高いが，その年齢層においても，①の区分では男性が最も高いのに
対して，Rの区分では女性が最も高いのが特徴である。女性のパートタイム
就業では，平常にフルタイムで働いているのではなく，フルタイムの労働を
求職していても，それをみいだすことができないために，やむをえずパート
タイムに就業している②の区分が多いことを示している。これらの区分の国
別差異も検討してみる必要がある。
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
就業者の年齢別，性別分布， 1988年a
(381)145 
労働b フルタイムの仕事をみいだせないためにパートタイム C
女 男 女
25-54 55 (実1000数人） 総(%数) 15-24 25-54 55 15-24 25-54 55 
歳歳以上 歳 歳 歳以上 歳 歳 歳以上
280. 0 100. 00 14.46 12.32 2.93 23.11 44. 96 2.21 
25.19 108. 5 100. 00 6. 60 11.04 0.81 30.00 48.00 3.55 
514. 0 100. 00 16.34 12.45 2.53 23. 54 41. 25 4.09 
16.52 7.17 55. 4 100. 00 4.40 7.67 2.60 12.78 55.49 17.06 
10.41 4.52 226. 3 100. 00 1. 77 10.28 2.31 15.47 53.59 16.58 
16.41 16.49 47. 4 100. 00 10.92 33.76 10.78 8.05 26.15 10.34 
8.38 1. 27 23. 7 100. 00 16.34 27.44 6.75 18.50 26.86 4.11 
17.46 6.32 408. 2 100. 00 11.04 24.89 9.67 15.14 32.03 7.23 
38.64 13.64 710. 0 100. 00 5.63 14.08 9.86 4. 23 56. 34 1. 27 
28.35 3.77 345. 6 100. 00 8.24 9.08 3.58 18.70 50.27 10.13 
1. 88 5.77 57. 0 100. 00 9.02 11.40 5.36 15.43 44.70 14.09 
9.95 5.83 186. 4 100. 00 8.93 11.55 3.41 22.09 40.97 13.05 
125.3 100.00 7.90 7.26 1.12 26.90 50.76 6.07 
10.85 3.41 550. 3 100. 00 17.58 12.56 7.84 16.64 32.07 13.31 
27.27 4.09 2485.1 100. C!O 
I EC労働力調査と失業・不安定就業の国際比較
唯一の国際的労働力調査である ECの労働調査に基づいて， EC諸国の
失業・不安定就業の統計指標の推計を試みる。
1. EC労働力調査の概要と問題点
EC労働力調査は， EC加盟国の地域に限定されるが唯一の国際的調査で
あり，その調査結果は加盟国内の比較および労働力方式の他の国々との国際
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比較の可能性をもっている。 EC労働力調査は， 1983年以来毎年， ILOの新
国際基準に準拠して実施されているが，国際比較上，下記のような若干の問
題点を含んでいる。（特に， EC労働力調査の問題点をめぐる論議と今後の
改善の方向についての討論〔7〕，参照）
EC労働力調査の概要は，図 6の「共同体の労働力調査の労働力分類」と
図7にみられるように， ILOの新国際基準に準じた労働力調査の枠組みから
なっている。
EC統計局は，加盟各国における調査の企画・実施のための労働力調査の
ガイドラインとして，調査の基本的内容と方法，標本調査の方法，共同体共
通の調査項目の内容とそのリストを作成している（調査項目は，図7の項目
と番号，参照）。しかし， 各国の実際の労働力調査では， 調査項目の選択と
その内容の決定は各国に委ねられているので，労働力，雇用，失業にかんす
る調査項目の用語と配列は各国でかなり違っている。たとえば調査時期も，
国毎に 3月から 7月に実施されているので，季節性の違いがある。また質問
事項についても各国でその項目，内容，順序に相違がある。 EC労働力調査
では， ILOの国際基準からみても， 求職期間（過去4週間）と求職の方法
に相違があり，その調査項目では，「公共職業紹介所への登録」（質問38)と
「公共職業紹介所の登録以外に，仕事をみいだすために，過去4週間におこ
なった主な方法」（質問19)が並列的に設問されている。 したがって， 失業
者は登録失業者と新規の求職者からなる。
EC統計局 (H.Furst)は， ILOの国際基準に準拠している EC労働力
調査の基本的諸概念と区分について，次のようないくつかの問題を指摘して
「人口のすぺて「経済活動に従事」する人口の分類の一部分である。例えば
いる。失業は，の個人は，経済活動への従事することについて，あるいは残
差としての非経済活動について客観的， または主観的理由をもっている」。
基本的な客観的理由の一つとしての年齢についても，その標準的年齢限界の
適用は，加盟国の諸事情により困難である。年齢の下限は加盟国の義務教育
年限の差異により異なっているし，上限は，退職年限またその希望の相違等
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
図6 EC共同体の労働力調査における労働力分類
個人世帯に居住する
14歳以上
調査週に賃金・利潤
のために何らかの仕
事をなした者
働いていなくても、
仕事・商売をもって
いる者、将来に新規
の仕事を始めるか、
レイオフ以外の理由
で休業している者
無給家族従業者
求職していた者
後に始められる仕事
が既にみつけられて
いたので、求職して
いなかった者
レイオフであった者
いいえ
はい
はし‘
いいえ
仕事か専門的実務を始め
るために求職していた者
(383)147 
（出所） EC Labour force sample survey-Methods and difi,nitions 1998 (〔6〕），
p. 12. 
により設定するのは困雑である。 Eurostatの労働力調査では14歳の年齢限
界をおいているが，年齢の上限はない。
実際に経済活動に従事している者のすべては，労働人口かその構成部分を
1組 (384) 第 37 巻 第3•4~合併号
図7 主要な人ログループに利用される説明データ
巨 一人口的背景（項目15-24)
ー調査前 1ヵ年の国と居住地域（項目63-65)
戸ー公的職業紹介所への登録（項目54)
人日 ー調査1ヵ年前の状態（項目59-62)
ー教育か訓練の最高水準（項目76-77)
-14歳-49歳
ー前4週間の教育と訓練（項目57-58)
直 I無就業者I
ー仕事をもっているが，働かなかった理由
（項目26)
ー一つ以上の仕事か商売の存在（項目27)
一平常の労働時間数（項目28/29)
一実際の労働時間数（項目30/31)
一平常時間と実際時間の差の主な理由（項
目32/33)
一従業上の地位（項目34)
ー経済活動 (NACE—分類）
（項目35/36)
ー職業（項目37/38)
ーフルタイム／パートタイムの区別（項目
39) 
ー最初の仕事の継続性（項目40)
ー他の仕事の求職とその理由（項目41)
I就業者と他の仕事の求職者 1ビ亘亘且
一求めている雇用の類型（項目50)
一求職期間（項目52)
ー就業可能性（項目53)
ー職業紹介所への登録以外に．前4週間
に仕事を見いだすためにおこなってい
た主な方法（項目55)
ー前の労働経験と最後の就業以米
の期間（項目42)
もし最近労働経験があれば
ー最後の仕事の離職の主な理由（
項目43)
ー最後の仕事の従業上の地位（項
目44)
ー最後の仕事の経済活動 (NACE
—分類） （項目45/46)
ー最後の仕事の職業（項目47/48)
I非活動者I
ー非活動の状態
（項目59)
一求職を始める直前の
状態（項目51)
（出所） EC (〔6〕● 1988), p. 27. 
なしている。すなわち一定の調査時点では就業者か失業者かのいずれかであ
る。失業者は，雇用されておらず，求職していて，かつすぐに就業可能であ
る者とされる。しかし問題は，労働力人口と非労働力人口（非活動人口）との
境界と区分にある。非活動人口の約半数は，労働生活の準備中の者か退職者
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (385)149 
からなっており，実質的な予備労働力 (substantialreserve workforce)を
含んでいる。これらの「求職意欲喪失の求職者」(discouragedjob-seekers) 
は，特に女性のそれは重要な潜在的労働力であり，機会があれば就業可能で
あるが，積極的に求職していないか，公式に失業者として登録していない者
が多い。
労働力人口における失業者，失業率の規定の問題とともに，不安定・不規
則な仕事に就業せざるをえない不完全就業者（特に顕在的不完全就業）の問
題が各国で注目されている。顕在的不完全就業とは，本人の希望に反して，
止むえず標準労働時間より少ない時間しか働くことができず，かつまた加追
加就業を求職し，転職を希望している者からなっている。しかし，不完全就
業の規定とそれを記録する方法論の問題は未解決である。不完全就業として
統計的に記録するのを困難にしているものとして，闇経済(Blackeconomy) 
における非顕在的雇用（就業）がある。これらの問題は今後の重要な検討課
題でむるとされている (EC〔刀 p.53-59) 
フェルスト (H.Fuerst)は，失業の統計的測定の諸問題を解明する試み
は，現在「われわれのもっている知識ではまだ不十分である」ことを指摘す
る。 EC諸国では，「雇用構造の新しい変動」が生じており，先端技術と高
失業率，パートクイム就業や労働の配分 (worksharring)の増大傾向，臨
時的な仕事の契約の増大，政府の雇用促進計画や職業訓練，教育の改善によ
る労働生活の高度化などのような活動の新しい形態が発現している。これら
の現象に対して，これまでの労働力概念の規定と分類では不十分であり，単
ーの統計指標である失業概念では適応できず，今後は労働と所得との関係に
ついての「多くの可能なアプローチ」の試みと「雇用と失業の可能な限りの
多様な側面の統計的描写」への努力をEC統計局は開始しているとされる。
(EC 〔り p.86-87) 
2. BLSの選択的失業指標の試算
合衆国労働統計局のソレンティノ (Sorrenrino)は， EC労働力調査の結
150(386) 第 37巻 第 3•4g合併号
果による共同体内，外の諸国の比較可能性を検討し， EC労働力調査の規定
と ILOの国際基準との違いは，就業可能性基準と求職基準にあることを指
摘している。
失業についての ILOの新国際基準は，三つの基準すなわち(1)無職（有給
就業か自営就業でないこと），し2)調査関係期間に直ちに就業可能であること，
(3)最近の特定期間での求職活動（例外規定として一時的レイオフ者と新規の
仕事の待機者）からなっている。（イ）「就業可能性」について， ECでは関
係期間の 2週間以内に仕事を始めることが必要とされるが， ILOの規定で
は関係期間での就業可能性の特定の期間の限定はない。（口） ILOにおける求
職の「最近の特定期間」には期間の限定はない。 ECは過去4週間の規定が
あるが，四つの例外規定がある。①公共職業紹介所への登録者／または失業
給付の申請者，②私的職業紹介所への登録者，⑧公共部門での補充の結果を
待っている者，④自営の求職者。また求職基準についても，アメリカとカナ
ダの「積極的求職活動」の規定と ECとは相違していて， 「求職している
が，失業者として算定されるために『求職している」と明言しなかった者」
はアメリカでは「非労働力」に区分されるが， ECでは国毎にその取扱いは
異なっているとされる。 (ECけ〕 p. 177) 
EC労働力調査とアメリカ，カナダ，日本の労働力調査には，前記のよう
な差異があるが，国際比較のために一定の範囲で EC労働力調査結果を加
工• 利用することが可能である。ソレンティノ (Sorrentino)は， EC労働
力調査は，国際比較のうえで多くの問題を含みながらも， 「最良の国際比較
データを提供する大きな潜在的能力をもっている」と評価している。彼は，
その国際比較の可能性を検討し， BLSの七つの失業指標を EC労働力調査
の結果に拡大適用することを試み， 下記のような U 指標の枠組みに基づい
て選択的失業指標を試算している。 (Sorentino口〕 p. 179-191) 
UI失業期間別失業率（文民労働力のパーセントとして）
1-a 3カ月以上 1)
1-b 6カ月以上
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
1-c 1年以上
U2理由別失業率（文民労働力のパーセントとして）
2-a 失職者
2-b 離職者
2-c 新規参入者
2-d 再参入者
(387)151 
U3年齢別失業率（年齢グループ中の文民労働力のパーセントとして）
3-a 成人 (25歳以上）
3-b 若年 (25歳以下）
U4仕事との結びつき (Jobattachment)別失業率（フルタイム労働力
かパートタイム労働力のバーセントとして）
4-a フルタイム求職者
4-b バートタイム求職者
U5伝統的 (ILO)定義
U6 フルタイム求職者プラス（＋）パートクイム求職者の半分プラス（＋）
経済的理由のバートタイムの半分（バートタイム労働力の半分以下の
文民労働力のパーセントとして）
U7分母と分子として， U6プラス（＋）求職者意欲喪失者
（注 1) : この期間のグループは 15週間以上の失業者を含むアメリカの
枠組みでの Ulの修正〕
表14は選択的失業指標 (Ul-U7), 表15は選択的指標の国別順位，表16は
伝統的指標 (U5)に対する選択的指標の比率を示している。これら表の推計
値は， EC労働力調査の公表値のみならず，部分的には各国政府から提供さ
れた未公表値も利用して試算されている。合衆国では，失業と経済的貧困と
の関係の測定指標である半就業指標の開発研究がなされており，公表失業率
の単一指標の限界が問題とされ，失業・不安定就業の諸側面を表示する多様
な選択的失業指標が検討されている。合衆国労働統計局は， 1976年に当時の
労働統計局長名による「シスキンの七つの失業指標」を開発し，その推計安
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表16 伝統的指標 (U5)に対する選択的指標の比率
譴
フル
伝比統率的 経パ済ー的ト 経麟タ済イ的如ムパとミ裔ー、職ト失職者 成人 求タ職イ者ム タイム
Ul U2 U3 U4 us U6 U7 
EC共同体 85 30 1) 71 106 100 117 133 2) 
ベルギー 92 31 77 105 100 110 118 
デンマーク 81 53 84 117 100 121 130 
西 ドイツ 81 NA 87 96 100 109 116 
ギリ シャ 80 33 67 106 100 137 138 
フラ ンス 83 41 68 107 100 115 NA 
アイルランド 84 37 84 106 100 108 112 
イタ リ ア 95 8 48 103 100 127 157 
ルクセンブルグ 74 26 63 81 100 130 130 
イギリス 79 29 78 115 100 116 132 
他の諸国
アメ リ 力 35 52 77 96 100 135 149 
力 ナ ダ 48 58 82 99 100 122 134 
日 本 57 NA 82 66 100 168 282-364 3) 
（注） 1)西ドイツを除く。
2)フランスを除く。
3)求職意欲喪失者についての日本のデータは，他の諸国では算入されないグ
ループを含んでいる。
（資料） 表14(Ulから U4は， 'a'の指標である）
（出所） Sorrentino (〔7J,p. 189) 
結果を今日まで公表している (Ul-U7の指標からなり， U5が伝統的に定
義された失業率， Ul-U4がより限定的に規定された失業率， U6と U7が
より広義に規定された失業率と規定される。岩井〔55〕序章 2節， 5章 1
節，参照）。表14, 表15, 表16は， 失業・不安定就業の多様な形態の国際比
較にかんする指標の開発研究の素材を提供している。
3. 失業・不安定就業の統計指標の試算
失業統計の国際比較では，前記のように，各国で作成されている公表失業
率の指標の比較に加えて，バートタイム就業や転職・追加就業希望などの不
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (391)155 
定就業にかんする諸指標の比較が試みられなければならない。 EC労働力
調査の失業・不安定就業の関連項目・表は表17のとおりである。 EC諸国の
失業・不安定就業の推計は，以下の手順により，一定の条件のもとで可能で
ある。
イ） EC労働力調査での公表失業者（顕在的失業者）は，登録失業者と新
規の仕事の求職者からなる。公共職業紹介所に登録した者または登録を保持
している者は「積極的求職」活動をしている者とみなされ，失業者に算入さ
れる。また調査週に仕事がなく，新規に求職し，過去4週間になんらかの求
職活動をおこない，かつすぐに就業可能な者は失業者とみなされる。表17に
みられるように， ILOの新国際基準に準じて， 有給就業（雇用者）と自営
就業（自営業者，家族従業者，他）の 2区分による失業者の区分（フルタイ
ム／タートクイム有給就業の求職か自営就業の求職，など）がなされており，
失業者の詳細な分類が可能である。潜在的な失業者については，非労働力人
口の中の就業希望，求職などについての調査がなされていないので，非労働
カ・就業希望者（求職・非求職），求職意欲喪失者， 等の周辺労働力の推計
が不能である。
ロ）不安定就業に関連する調査項目としては，短時間就業者と転職・追加
就業求職者の調査項目を利用することができる。
1)短時間就業者（パートタイム就業）については，仕事フルタイムとパ
ートタイムの区分が，被調査者の自主的回答によって判断されている。 EC
統計局は，その理由として，パートタイム就業の定義が国によりかなり異な
っていることをあげている。パートタイム就業の理由が設問されているが，
その理由別の結果表は公表されていないので，非自発的パートタイム就業の
推計はできない。
2) EC労働力調査の特性として，就業者にかんする転職，追加就業求職
の調査項目がある。仕事をもっている者（就業者）について，他の仕事の求
職（転職・追加就業の求職）とその求職の理由が詳しく調査されている。他
の仕事の求職の理由として，①現在の仕事の失職・離職の危険（今の仕事の
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表17 EC労働力調査の失業・
●失業 失業者、失業率（総数、男女別、年齢別）
失業者（顕在的）一登録失業者と新規の仕事の求職者
〔職業紹介所への登録者、新規の仕事の求職者〕
〔有給雇用の求職、自営の求職、就職内定、レイオフ中〕
〔前職のある者の求職、新規の仕事の求職、非活動後の求職、その他〕
〔経済的理由、その他〕
〔求職類型別（自営、フルクイム有給就業、パトータイム有給就業、
その他）〕
〔求職期間〕
〔世帯関係別〕
表62-63失業者の主要な特性と他の仕事の求職者（総数、男女）
・失業者
〔有給雇用の求職、自営の求職、就職内定、レイオフ中〕
〔前職のある者の求職、新規の仕事の求職、非活動後の求職、
その他〕
〔職業紹介所への登録、給付・扶助を受けている〕
表64-65若年失業者の主要な特性と求職している他の若年者 (14-24
オ）
表66-67世帯主関係別失業者（総数、男女）
表68-69失業求職者の求職期間（詳細）（総数、男女）
表70-71失業求職者の主要グループの求職期間（総数、男女）
主要グループ〔前職のある者の求職、新規の仕事の求職、非
活動後の求職、その他〕
表72 年齢別失業求職者の求職期間（総数、男女）
表73 世帯主関係別失業求職者の求職期間（総数、男女）
表74 産業別の経済理由による失職・離職の失業者（総数、男女）
・経済的理由による 3年以下の失職・離職〔産業別〕
・経済的理由以外の失職・離職
表75-76求職類型別の求職失業者、就職待機者（総数、男女）
求職類型別〔自営、フルタイム有給就業、パートタイム有給
就業、その他〕
表77-78年齢別求職類型別の求職失業者、就職待機者（総数、男女）
表79-80求職方法別有給就業の求職失業者（総数、男女）
・有給就業の求職
・職業紹介所への登録のみ
・登録とその他の方法の両方〔私的職業紹介所、雇用主との
直接の接触、出版物を介して、友人・親戚等に依頼、その
他の方法〕
• その他の方法のみ〔同上〕
表83-84・ー 失業期間-(詳細） （総数、男女）
失業者（潜在的）一非労働力関係の分類表が公表されていないので、非
労働カ・就業希望（求職・非求職）、求職意欲喪失者、等の縁辺労
働力の推計が不能である。
（出所） EC (〔5)).1988. 
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
不安定就業の関連調査項目・表
●不安的就業
1) 短時間就業者（パートクイム就業）（総数、男女）
〔項目39〕仕事のフルクイム／パートタイムの区分
フルタイム／パ← トクイムの区分は、一般に被調査行の_fl発的l1i
答に基づいている。
〔従業上の地位・フルタイム、パートタイム別就業者〕
（使用者と自営業者、雇用者、家族従事者）
〔産業別・フルタイム、パートクイム別就業者〕
〔年齢別・フルタイム、パートタイム別就業者〕
表33-34従業上の地位・フルタイム、パートタイム別就業者（総数、
男女）
表35-38産業別・フルタイム、パートタイム別就業者（総数、男女）
表42-42年齢別・フルタイム、パートタイム別就業者（総数、男女）
2) 転職、追加就業の求職（総数、男女、年齢）
仕事をもっていて、他の仕事を求職（転職・追加就業の求職）
（項目41〕他の仕事の求職とその理由（就業者）
「他の仕事の求職とは、現在もっている仕事に替わる他の仕事を
求職しているか、調査週に働いていた仕事に加えてもう一つの仕
事を求職しているかを意味する」。（転職あるいは追加就業の求職）
〔現在の仕事の失職・離職り危険、現在の仕事が一時的、より良い
条件の求職、その他の理由〕一項目41
コー ド
〇 他の仕事を求職していない者
次の理由で他の仕事を求職している者
1 いまの仕事の失職あるいは離職（終了）の危険か不安
2 いまの仕事が一時的な仕事とみなされる
3 第二の仕事の求職
4 より良い労働条件をもつことの希望（たとえば、賃金、労
働時、商売時間、より強度の少ない仕事）
5 その他の理由
6 他の仕事を求職しているが、なんらの理由がない
9 適用なし
空白無回答
表80-81年齢別追加就業の求職（総数、男女）
現在の仕事の失職の危険
現在の仕事が一時的
よりよい条件を求めて
その他の理由
3) 仕事の継続性
〔項目40〕仕事の継続性一雇用者にのみ適用
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失職あるいは離職の険危か不安がある）， ②現在の仕事が一時的である（今
の仕事が一時的な仕事とみなされる）， ⑧より良い条件の求職（より良い労
働条件をもつことの希望，たとえば賃金，労働時間，営業時間，労働強度の
より少ない仕事），④その他の理由，が調査される。 EC統計局は，この求
職理由について，特に①，②の理由は「ある程度不安定な仕事をもっている
とみなされうる」と説明している (EC〔釘， 1988,p. 58)。
3) EC労働力調査における失業・不安定就業の関連項目の調査結果を利
用して， EC加盟国の失業・不安定就業の概括的推計を試みたのが表18,表
19, 表20である（拙著 (55〕では紙幅の関係で，実数と構成比の抜粋表しか
掲載できなかったが，本稿では試算の全体表を掲載する）。
表の推計では，まず就業者についての失業不安定就業者の推計がなされて
いる。失業者については，非労働力人口についての就業希望，求職などの設
問がなされていない（潜在的失業の推計が不能）ので，公表失業者数（職業
紹介所登録者と新規求職者）をそのまま利用した。不安定就業者について
は，第一に，パートクイム就業者を利用した。これも，パートタイム就業の
判断が被調査者の回答によることと，非自発的パートクイム就業を区別でき
ないなどの問題が残されている。第二，この調査の一つの特徴をなす転職・
追加就業求職の項目を不安定就業の指標として利用した。転職・追加就業の
求職について，その理由の中の①現在の仕事の失職・離職の危険，③現在の
仕事が一時的，の理由の者を不安定就業者として算定した。
推計表では，さらに雇用者にかんする失業・不安定雇用者の推計が試みら
れている。就業者の従業上の地位区分（使用者・自営業者，雇用者，家族従
業者）と失業・不安定就業項目とのクロス表を利用して，雇用者にかんする
失業・不安定就業の推計が試算されている。失業・不安定就業の問題は，
ILOの新国際基準にみられるように， まず第一に雇用者（資本に雇用され
ている労働者）にかんする問題であるからである。クロス表は， 3区分（自
営業者と使用者が合算されている）にすぎないことと，それも就業者とパー
トタイム就業者のクロス表しかないので，表の推計は不十分な試算にとどま
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (395)1暉
っている。
推計表の失業・不安定就業の指標の分析から，概略以下のことが明かにな
る。
① 加盟各国の失業・不安定就業指標をみるには，各国の労働力人口と非
活動人口の実数と比率，性別，従業上の地位別の就業者数と就業率，性別，
従業上の地位別のパートクイム就業者数とその就業率などの労働力状態のベ
ースの指標の動向をみる必要がある。
② 公表失業率では， 20カ国平均で1983年の8.85彩から1985年の9.84彩と
増加し， 1988年では景気上昇により 9.02%へと若干減少している。国別で
は，ルクセンプルグ，西ドイツなどの 3~6彩台の国々から，イギリス，ァ
イルランド，ベルギーなどの10彩を越える国々（スペインは 1988年で19.85
%)がある。また失業率の男女別格差 (1988年の10カ国平均で男性7.42彩，
女性11.3彩）の大きさに注目する必要がある。
⑧ バートタイム就業は，全体に増大しているが，デンマーク，オランダ
は20彩台の高さを示している。女性のパートクイム就業は，その総数（男女
計）の多数を占めており，パートクイム就業率 (1988年）は， 10カ国平均で
男性3.82彩，女性26.67%になっている。
④ 転職・追加就業の不安定就業部分 (Fl+F2)も1.1彩から 1.5彩へと
増大している。この指標も，国別に異なるとともに，女性の割合が高くなっ
ている。
⑥ 就業者にかんする失業・不安定就業率 (G')は， 10カ国平均で1983年
の21.35彩から 1988年の 23.28彩へと増大している。 この総括指標も，国別
に格差があるとともに， 男女別格差が大きい。 1988年で男性12.40彩，女性
39.46%であり，約 3倍近く女性の比率が高くなっている。
⑥ 雇用者にかんする失業・不安定雇用率 (H')では， 10カ国平均で1983
年の21.35彩から1988年の25.44彩へと増加し，就業者率 CG')よりも若干高
い水準を示している。その男女別格差も，就業者率と同様に，大きいことが
示されている。雇用・失業構造の国際比較分析では，各国の公表失業率とと
表
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178(414) 第 37巻 第3•4号合併号
もに，パートクイム就業，転職・追加就業希望などの不定安就業の諸指標を
推計・検討することにより，各国の雇用・失業構造，各国の労働市場の特殊
性をより深く把握することが可能となる。
1I 失業統計の日米比較の最近の動向
失業統計の日米比較については，拙著（〔55)6章2節）において論究し
た。ここでは，日米の調整失業率と失業・不安定就業にかんする最近の試算
と問題点について言及する。
日米の失業率をめぐる論争は，平 (Taira)の「日本の失業率もっと高い」
(〔35)1982年）と同「日本の失業率：経済的奇跡か統計的作為か？」 (BLS
〔糾〕 1983)という扇情的な論文の発表と日本の労働省側の反論（白石 (41〕）
を中心にして，論争の第一の過程を経緯した。論争の第二の過程は， 1987年
に入って， 日本国内での失業統計の日米比較をめぐる論議が再燃し，それへ
の労働省の反論（白石 (42〕〔総〕）， さらに平 (Taira)の再批判（「実態を
しめさぬ日本の失業率」〔36〕）という経緯で展開された。
日本の労働力調査は，第二次大戦後にアメリカの指導によって日本に導入
された経緯もあり， 日米の労働力調査（日本の「労働力調査」および「同特
別調査」とアメリカの「現在人口調査」 CurrentPopulation Survey)は基
本的に同一の枠組みからなっている。失業統計の日米比較は，アメリカ側の
主導ですすめられてきたので，主にアメリカの失業概念への日本の概念の調
整による比較をめぐって論議されてきた。その主な論争点は， (1)失業統計の
定義と作成方法，その調整上の問題と， (2)失業統計の背後にある雇用慣行や
雇用政策の相違などに規定された日米労働市場の特殊性の問題，にある。前
者の失業統計の調整の問題にも，①両国の労働力調査の内容と調査方法上の
問題と，③アメリカ概念へ調整方法上の問題がある。（岩井 (55)6章2節，
参照）
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
(1) 失業統計の概念調整の問題
(415)179 
日米の労働力調査の内容と方法の問題は，拙著（〔55〕）で詳説したので，
ここでは概念調整の方法と問題点にのみ言及する。アメリカ概念への日本の
失業概念の調整は図 8の調整図のとおりである。
アメリカ概念への調整上の若干の論点にふれると，一つは，アメリカのレ
イオフ者に対応する日本の区分の取り扱いである。日本にはレイオフ制度が
ないが，これに対応する区分の者は，一時帰休，自宅待機などの一時的休業
者，または臨時雇の休業者とみなすことができる。一時帰休などの区分は，
調査報告の年度によって表示されない場合があるので，ここでは休業者中の
臨時雇の雇用者（景気の動向により一時的休業者として増減）をこれに対応
させた。また就業待機者に学卒内定者を含めるか否かの論点がある。日本の
労働省は日本の学卒内定者の特殊性（その多数が内定どおりに 4月に就職）
にそくして，それを就業待機者から控除している。また総務庁統計局も，
『特別調査」の調査月の 3月がこれらの問題に抵触するので調査月を1984年
からは 2月に変更している。調整表では，アメリカ概念どおり学卒内定者
(B5-1)を就業待機者に含める推定（失業者 BIには B5が算入）とそれを
控除する推定（失業者 BIIには一般内定者 B5-2のみ算入）がなされてい
るが， 日本の就職の実状から後者の推定方法 (BII)を基準とした。従って労
働力人口とその構成比は LIIをベースとして算定されている。調整の結
果表は，表21のとおりである。
アメリカ概念への調整失業率 (BII)は， 総数でみると， 公表失業率と比
べて， 1982年では， 2.9%対3.3彩， 1984年では同じ 3.0形であり， 1986年で
は2.8飴対3.1%,1988年では 2.9%対3.15.51ると， 若干高くなっている。調
整失業率は，総数ではやや高い傾向をしめすにとどまっているが，男女別に
みると，公表失業率では格差がほとんどみられないのに， その格差が大き
く，女性の失業率が高いことを表示している。このことは，調整失業率の方
が日本の失業率の実態をより深く反映していると言えよう。日本の労働省に
よる調整失業率の最近の算定では， 1985年頃より，公表失業率よりも調整失
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図8 日本の統計的失業概念のアメリカ概念への調整図
日本 15オ以上 米国 16オ以上
Aa自 衛 隊
?
軍 人
?
?????釦休業者 I}
A2-1一時帰休・休業者I}I 
休 業 者
?????
ふ従 業
?
従 業 者
???
?
?
?
ヵ
?
，??? ?（
~ー
1~l
，~ヽ~~ー·~
?
?
? ? ?
????
求 職 者
レイ・オフ者
???
就業待機者
?????
-ー---------
C1就業希望者------ --
Cぃ求職意欲喪失者
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workers) 
?
（注） 1983年より，アメリカでは労働力人口に軍人を含めたので，以後はその調
整は必要がない。
（出所） 岩井（〔5的）， p.328. 
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業率の方が逆により低くなっていることが指摘され，アメリカの失業率に調
整しても，日本の失業率は低いことが強調されている。しかし労働省の算定
では，アメリカのレイオフ者の対応する一時的休業者を失業者に算入するこ
とが考考慮されていない。調整表の一時的休業者 (A2-1,臨時雇の休業者）
を失業者に算入するか否かによって，調整失業率と公表失業率における比較
順位が変動するのである。
(2) 日米の失業・不安定就業の統計指標の推計
日本の労働市場は，終身雇用制，年功序列制，企業別労働組合という日本
的労使関係，労働慣行のもので，アメリカの労働市場と比較して，その閉鎖
性が問題とされている。①新規学卒者の第一次労働市場が中心で，中途採用
の第二次労働市場は先端技術や中小企業の周辺に限定されている。③企業間
の労働移動が少ない，⑧レイオフ制度がない，④余剰労働力の企業内プール
化，いわゆる内部労働市場化，などが特徴となっている。これに， 日本政府
の雇用調整政策が合いまって，失業を顕在化させない制度的諸要因が形成さ
れている。平 (Taira)は， 1987年の論稿（〔36〕）で，日本の労働市場との
関係で，調整失業率だけでなく，「部分失業」（経済的理由の短時間就業者）
と「潜在的失業」（求職意欲喪失者）を加算した指標を提示し，日本の失業・
不安定就業の内的な構造を問題にしている。アメリカ概念に調整した日米の
失業・不安定就業者の概括的推計を試みたのが，表22(日本）と表23(アメ
リカ）である。
イ）失業・不安定就業は，まず非農林業の就業者を対象とし，従業上の地
位別区分を表示した。日本の雇用者総数からは，週15時開未満就業の家族従
業者が控除され，調整されている。
ロ）失業者 (C)は， 顕在的失業者としては公表失業者 (Cl)(日本のは
アメリカヘの調整失業者）， 潜在的失業者としては， 広義には非労働力人口
の就業希望者 (C2).狭義には非求職・就業希望者 (C2-1)を算入した。非
求職・就業希望者は，表21のいわゆる「求職意欲喪失者」とは異なって，ァ
メリカのは，就業希望・非求職者総数から通学中と病気の理由の非求職者を
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表21 アメリカ概念による
1982年3月 1984年211
調整概念 総数 男 女 総款 男 女
労働力All(A+BI) LI 5679 101.0 3496 100.6 2184 101.1 5804 102.6 3567 102.0 2237 103.6 
労働力人ll(A+BII) Lil 5622 100.0 3475 100.0 2160 100.0 5657 100.0 3497 100.0 2160 100,0 
A 就A'業公者賽(A賀'傘-A者l-1 A2) 5438 96.7 3381 97.3 2057 95.2 5485 97.0 3403 97.3 2082 96.4 
5538 98.5 3403 97.9 2135 98.8 5553 98.2 3413 97.6 2140 99.1 
Al従業者 5425 96.5 3332 95.9 2093 96.9 5380 95.1 3290 94.1 2090 96.8 
A2休業名 112 2.0 71 2.0 42 1.9 173 3.1 123 3.5 50 2.3 
Al-1磁15叩即邸輝痴岨紐 79 1.4 11 0.3 68 3.1 56 1.0 4 0,1 52 2.4 
A2-l一時f木業肴 21 0.4 11 0.3 10 0.5 12 0.2 6 0.2 6 0.3 
A3自衛犀員 24 0.4 24 0.7 0 o.o 
B 失業11 Bl 241 4.3 115 3.3 127 5.9 319 5.6 164 4.7 155 7.2 
Bil 184 3.3 94 2.7 103 4.8 172 3 0 94 2.7 78 3.6 
Bl月内求職者 92 1.6 58 1.7 35 1.6 127 2.2 77 2.2 50 2.3 
83事業開始準偏行 . 2 0.0 2 0.1 0 0.0 3 0.1 3 0.1 0 0.0 
B B4就業可緯者 39 0.7 I D.3 28 1.3 13 0.2 2 0.1 11 0.5 
B5就業待繊名 87 1.5 33 0.9 54 2.5 164 2 9 76 2.2 88 4.1 
B5-1学字・内定" 57 1.0 21 0.6 35 1.6 117 2.1 56 1.6 61 2.8 
＊ B5-2一般：内定者 30 0.5 12 0.3 19 0.9. 17 0 3 6 0.2 11 0.5 
A2-l一時体業者（再掲） 21 11 10 12 0.2 6 0.2 6 0.3 
C 非労働/JAtt Cl 3353 59.6 885 25.5 2469 114.3 3433 60.7 912 26.1 2521 116.7 
CII 3410 60.7 906 26.1 2504 115.9 3580 63.3 982 28.1 2598 120.3 
c・ 公表非労働力 3345 59.5 886 25.5 2460 ll3.9 3511 62.1 960 27,5 2551 ll8.l 
Cl就業希望者 839 U.9 159 4.6 680 31.5 1011 17.9 189 5 4 822 38.1 
Cl-1求：躙冦欲喪失者 124 2.2 20 0.6 104 4.8 蕊 5.1 44 1.3 233 10.8 
Ul 失業卑(B/A+B) U1 4.3 - 3.3 - 5.9 5.5 - 4.6 - 6.9 
UII 3.3 - 2.7 - 4.8 3.0 - 2.7 - 3.6 
B'公表失業者 147 2.6 90 2.6 57 2.6 171 3.0 104 3.0 67 3.1 
Bl I内求職者（再掲） 92 1.6 58 1.7 35 1.6 59 1.0 40 I.I 19 0.9 
B2 結果待ち求職•苔 55 1.0 32 0.9 23 1.1 43 0.8 26 0.7 17 0.8 
2 0.0 2 0.1 0 0.0 3 0.1 3 0.1 0 0.0 
ー卑n就AB公慟3l装業力事従者失A業業n開£寧'l(始A(B準+'/B饂AJ'者+（B再'J掲） 2.6 - 2.6 - 2.7 3.0 - 3.0 - 3.0 
108761 100,0 61733 100.0 47023 100.0 111368 100.0 6•663 100.0 48705 100.0 
T 98471 90.5 ,;,;•m 90.0 42930 91.3 101961 91.6 57089 91.1 44872 92.1 
94358 86.8 53319 86.4 41040 87.3 97928 87.9 54912 87.6 畑 17 88.3 
A失2業体者業者 4113 3.8 2214 3.6 1899 4.0 4033 3.6 2177 3.5 1855 3.8 
ァメ B 10290 9.5 6206 10.1 4084 8.7 9407 8.4 5574 8.9 3833 7.9 
Bl求職者 79200 72.8 4530 7.3 3397 7.2 7658 6.9 4299 6.9 3360 6 9 
z B2レイオフ名 2238 2.1 1505 2.4 631 1.3 1613 1.4 83就澤待概,ro・ 125 0.1 171 0.3 、56 0.1 136 0.1 
C 非労勤力人口 62905 57.8 19492 31.6 43414 92.3 64311 57.7 20608 62.9 43703 89.7 
Cl獄凜希望者 6495 6.0 2300 3.7 4195 8.9 6070 5.5 2015 3.2 4055 8.3 
Cl-1求職意欲曳失行 1409 1.3 546 0 9 863 1.8 1283 1.2 489 0.8 794 1.6 
公衷失業率(B/A+B) 9.5 - 10.1 - 8.7 7.7 - 7.6 - 7.8 
（注） 1)調査概念、調査方法については、本文および図3参照。
2)アメリカのB失業者中の就職待機者は、失業総数から求職者(unemployed
jobseekers)とレイオフ者(jobloser on layoff)を控除した残りの値である。
3)アメリカのCl就業希望者、 Cl-1求職意欲喪失者(1984年、 1986年、 1988年）の
データは、年平均の数値である。
4) 1982年の学卒内定者(B5-1)は未公表なので、推定値(B5X0.65)である。
5) 日本の単位は万人、アメリカの単位は千人でちる。
6)各記号は以下のことを表示している。
•LI=A+BI、 LII=A+BII
•B I=B1 + B3+ B4+B5+A2..:r、BII=B1 + B3+ B4+ (B5-'-2) +A2-1 
● CI=C'+Al-1+ B2-B4-B5、CII=C'+ Al-1 + B2-B4-(B5-2) 
● U, I=BI/LI、U.II=BII/L I 
（出所） U~S.BLS,Employment and Earnigs, 日本「労働力調査特別調査報告」
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調整失業者・失業率 （全産業）
1986年 2M 1988年2月
総数 男 女 総数 りl 女
5902 101 9 3592 101 7 2318 102 2 6019 102 0 3640 101.1 2427 102 4 
5792 100.0 3532 100 0 2267 100.0 5903 100 0 3602 100.0 2371 100 0 
5611 96.9 3436 97.3 2175 95.9 5720 96.9 3488 96.8 2282 96.2 
5677 98 0 3448 97 6 2229 98 3 5791 98 1 3505 97 3 2286 96 4 
5517 95 3 3339 94 5 2178 96 I 5644 95.6 3413 94 8 2231 94 1 
160 2 8 109 3.1 51 2.2 147 2.5 92 2.6 55 2 3 
50 0.9 6 0 2 44 1.9 57 1.0 5 0.1 11 0.5 
16 0.3 6 0 2 10 0.4 14 0.2 4 0.1 10 0.4 
291 5.0 156 4.4 143 6.3 299 5.1 152 4.2 145 6.1 
181 3 1 96 2 7 92 4.1 183 3, 1 97 2.7 85 3 6 
128 2 2 76 2 2 58 2 6 127 2.2 75 2.1 51 2.2 
5 0.1 5 0.1 0 0 0 5 O I 4 0,1 I O 0 
12 0.2 2 0 I 11 0 5 14 0.2 4 0 1 10 0.4 
130 2 2 67 1.9 64 2 8 139 2.4 65 1.8 73 3.1 
110 1.9 60 1.7 51 2.2 116 2 0 55 1.5 60 2 5 
20 0.3 7 0.2 13 0.6 23 0 4 10 0 3 13 0 5 
16 0 3 6 0 2 10 0 4 14 0.2 4 0.1 10 0.4 
3814 65 8 1008 28 5 2579 113.8 3720 63,0 1096 60.4 2618 110 4 
3689 63 7 1068 30 2 2630 116 0 3836 65 0 1151 32 0 2678 112 9 
3635 62.8 1049 29 7 2596 114 5 3770 63.9 1113 30.9 2657 112.1 
987 17.0 207 5 9 780 34.4 1037 17.6 223 6.2 814 34.3 
392 6 8 55 1 6 326 14 4 372 6 3 66 1.8 306 12.9 
4.9 - 4 3 - 6.2 5.0 - 4.2 - 6.0. 
3.1 - 27 - 4 1 3.1 - 2.7 - 3.6 
164 2 8 98 2 8 65 2 9 173 2 9 106 2.9 67 2 8 
80 I 4 47 I 3 32 l 4 80 1.4 47 1.3 32 1.3 
36 0 6 22 0 6 14 0.6 46 0 8 47 1 3 33 1 4 
3 0.1 3 0.1 0 0.0 5 0.1 4 0.1 I 0.0 
2 8 - 2.8 - 2.8 2.9 - 2.9 - 2.8 
115725 100.0 64365 1000 51361 100.0 119942 100.0 65907 100.0 54036 100.0 
106685 92.2 59204 92 0 47481 92.4 112460 93.8 61675 93.6 50785 94.0 
102066 88 2 56695 88 1 45371 BB 3 108250 90.3 59353 90.1 48897 90.5 
4619 4 0 2509 3 9 2110 4 1 4210 3.5 2322 3.5 1888 3.5 
9401 8.1 5161 8 0 3880 7.6 7482 6.2 4232 6 4 3250 6 0 
7418 6.4 4027 6.3 3390 6.6 6176 5.1 3284 5.0 2893 5.4 
1512 1.3 - 1181 1.0 
471 0,4 125 0.1 
64096 55.4 21050 32 7 43046 83.8 64026 53.4 21615 32.8 42411 78.5 
5825 5 0 1974 3 1 3351 6 5 5373 4.5 1944 2.9 6429 11 9 
954 0 8 437 0 7 684 I 3 954 0.8 438 0.7 516 I 0 
7.8 - a.o - 7 6 6.2 - 6.4 - 6.0 
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表22 失業・不安定就業の
1982年3月 1984年2月
非塁林 総数 男 女 総数 男 女
A 労働力人u Al=B+CI 6170 100,0 磁 4 100.0 2714 100.0 6362 100.0 3487 100.0 2818 100.0 
All=B+Cll 5789 93.8 3泣7 96.3 2459 90.6 5837 91.7 2849 ・81.7 1881 邸.7
B 就業者 5lll 82.8 3191 92.4 1917 70.6 5224 82.1 3221 92.4 1946 69.1 
Bl雇用者（従業者） 3984 64.6 2610 75.6 1371 50.5 4177 65.7 2690 77.1 1427 50.6 
82自営業者（従業者） 707 11.5 463 13.4 244 9.0 656 10.3 413 11.8 246 8.7 
B3家族従業者（従業者） 蕊 5.4 65 1.9 271 10.0 306 4.8 63 1.8 243 8.6 
B4体業者 84 1.4 53 1.5 31 1.1 85 1.3 55 1.6 30 '・1.1 
C 失業者 CI=C!+C2 1059 17.2 263 7.6 797 29.4 1138 17.9 266 7.6 872 30.9 
Cll=Cl+C2-1 678 11.0 136 3.9 542 20.0 613 9.6 159 4.6 454 16.1 
Cl失業者（顕在的） 220 3.6 104 3.0 ll7 4,3 127 2.0 77 2.2 50 1.8 
C2非労働カ・就業希望 839 13.6 159 4.6 680 25.1 1011 15.9 189 5,4 822 29.2 
C2-! 非求職・就粟希望 458 7.4 32 0.9 425 15.7 486 7.6 82 Z.4 404 14.3 
D 親時閏就業者（選35時1未潤） 670 10.9 170 (.9 467 17.2 693 10.9 . 166 4,8 397 14.1 
DI矮時問厖用者 414 6.7 115 3.3 磁 9.7 422 6.6 105 3.0 207 7.3 
D1-1経済的理由
D1-2その他 ~ 
D2俎時11自営業者 162 2.6 49 1.4 115 4.2 184 2.9 55 1.6 129 4.6 
D1-1経済的理由 _.:_ 
D1-2その他
DI短時11家族従業者 94 1.5 6 0.2 88 3.2 87 1.4 6 0.2 61 2.2 
D1-1経済的理由
D1-2その他
D' 短時問就業者（全産業） 913 14.8 276 8.0 638 23.5 1076 16.9 361 10.4 711 25.2 
経済的理由 380 6.2 220 6.4 160 5.9 376 5.9 216 6,2 162 5.7 
その他 533 8.0 26 0.8 460 16.9 700 11.0 145 4.2 549 19.5 
E 失業・不安定就業者 El=Cl+D 1972 - 539 - 1435 - 1831 - 432 - 1269 
Ell=Cll+D 1591 - 412 - 1180 ・ー 1306 - 325 - 851 
F 失業・不安定雇用者 Fl=CI+Dl 1473 - 378 - 1061 - 1560 - 371 - 11¥19 
Fll;Cll+Dl 1092 - 251 - 906 - 1035 - 264 - 661 
G 雇用者・労働力AllGl=Bl+Cl 5043 - 2873 - 2168 - 5315 - 2956 - 2299 
Gll;BJ+CII 4662 - 2746 - 1913 ー 4790 一匹9 - 1881 
E' 失業・不安定就業寧 E'l=EI/AI 32.0 - 15.6 - 52.9 - 28.8 - IZ.4 - 45.0 
E1l~Ell/All 27.S - 12.4 - 48.0 - 22.4 - 11.4 - 45.2 
F' 失業・不安定雇用寧 F'l=FI/GI 29.Z - 13.2 - 48.9 ―・29.4 - 12.6 ―・46.9 
F'll=FII/GII 23.4 - 9.1 - 47.4 - 21.6 - 9.3 - 35.1 
（注） 1) Cの失業者以外の区分は、非晨林のものである。
2) Cl失業者（顕在的）は、アメリカ概念への調整値である。
3) C2-1非求職・就業希望はClから①一時的病気、②家事・通学中の者を控除。
4)遁時間就業者は従業者侑休業者は含めない）である。
5) D'短時間就業者(1982年以外は、週35時間未満）の経済的理由はr主な仕事」と
して短時間賦業に従事している者。
6) B3家族従業者、 D3短時間家族従業者からは、週15時間未満の家族従業者が控
除されている。
7) D'短時間就業者は全産業のものである。
（出所） 労働力調査（月例）及び労働力調査特別調査（年1回）
統計指標（日本）
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
（万人）
1986年2月 1988年2月
総数 男 女 総数 男 女
6496 100.0 3579 100.0 2918 100.0 6708 100.0 3668 100.0 3039 100.0 
6152 94.7 3469 96.9 2684 92.0 6323 94.3 3543 96.6 2780 91.5 
5378 82.8 3307 92.4 2072 71.0 5495 81.9 3365 91.7 2130 70.1 
4306 66.3 2759 77.1 15ぶ＇ 53.0 4l7 65.7 2806 76.5 1601 52.7 
693 10.7 446 12.5 248 8.5 690 10.3 454 12.4 237 7.8 
302 4.6 54 1.5 248 8.5 322 4.8 61 1.7 260 8.6 
77 1.2 48 1.3 29 1.0 76 1.1 “ 1.2 32 I.I 1118 17.2 272 7.6 846 29.0 1213 IS.I 303 8.3 909 29.9 
774 11.9 162 4.5 612 21.0 戟8 12.3 178 (9 650 21.4 
181 2.8 96 2.7 92 3.2 183 2.7 97 2.6 85 2.8 
987 15.2 207 5.8 780 26.7 1037 15,5 223 6.1 814 26.8 
556 8.6 102 2.8 455 15.6 547 8.Z 107 2.9 555 18.3 
709 10.9 175 4.9 598 20.5 761 ll.3 188 5.1 574 18.9 
451 6.9 123 3.4 363 12.4 491 7.3 126 3.4 365 12.0 
172 2.6 “ 1.3 155 5.3 177 2.6 邸 1.5 122 4.0 0.0 0.0 0.0 〇.0 0.0 0 0 
o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
86 1.3 6 0.2 80 2.7 93 1.4 6 0.2 87 2.9 
1026 15.8 356 9,9 671 23.0 1076 16.0 361 9.8 714 23.5 
341 5.2 199 5.6 141 4.8 379 5.6 216 5.9 162 5.3 
685 10.5 73 2.0 259 8.9 697 10.4 145 4.0 552 18.2 
1827 - 447 - 1444 - 1974 - 491 - 1483 
1413 - 337 - 1210 - 1589 - 2366 - 1224 
1569 - 395 - 1209 - 1704 - 429 - 1274 
1泣5 - 285 - 975 - 1319 - 304 - 1015 
5424 - 3031 - 2393 - 5620 - 3109 - 2510 
5080 - 2921 - 2159 - 5235 - 2984 - 2251 
28.1 - 12.5 —·49.5 - 29 4 - 13.4 - 48.8 
24.1 - 9.7 - 45.1 - 25.1 - 10.3 - 44.0 
28.9 - 13.0 - 50.5 - 30 3 - 13.8 - 50.8 
24.l - 9.8 - 45.2 - 25.2 - 10.2 - 45.l 
(421)185 
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表蕊
1982年3月 1984年2月
非農林 総敦 男 女 総翫 男 女
A 労働力A.fl Al=B+CI 112292 100.0 616Z9 100.0 50組 100.0 114581 100.0 62360 100,0 52220 100.0 
All=B+CII 101988 90.8 55359 89.8 46630 92.0 112236 98.0 61203 98.1 51032 97.7 
B 就業者 95507 85 I 53123 86.2 42385 83.7 99104 86 5 54771 87.8 44332 84.9 
Bl雇用者（従業者） 87951 78.3 48261 78.3 39691 78.3 91080 79.5 49472 79.3 41607 79.7 
B2自営業者（従業者） 7083 6.3 4794 7.8 2289 4.5 7731 6.7 5257 8.4 2475 4.7 
B3家族従業者（従業者） 473 0.4 68 0.1 405 0.8 293 0.3 42 0.1 250 0.5 
B4 I木業者 - 00 - 0.0 - 0.0 
C 失業者 Cl=Cl+C2 16785 14,9 8506 13.8 8279 16.3 15477 13.5 7589 12.2 7888 15.1 
Cll=Cl+C2-l 14037 12.5 7098 11.5 6939 13.7 13132 11.5 6432 10.3 6700 12.8 
Cl失業者（顕在的） 10290 9.2 6206 10.1 4084 8.1 9407 8.2 5574 8.9 3833 7.3 
C2非労働カ・就業着望 6495 5.8 2300 3.7 4195 8.3 6070 5.3 2015 3.2 4055― 7.8 
C2-I非求職・就業希望 3747 3.3 892 1.4 2855 5.6 3725 3.3 858 1.4 2867 5.5 
D 短時間就業者（週35時11未潤） 18740 16.7 6459 10.5 12283 24.2 18993 16.6 6651 10.7 12342 23.6 
DI短時間雇用者 16699 14.9 - 17043 14.9 
D1-1経済的理由 4783 4.3 ー 4956 4.3 
D1-2その他 11916 10.6 - 12087 10.5 
D2短時間自賞業者 2110 1.9 - 1817 1.6 -
D1-1経済的理由 666 0.6 661 0.6 ー••
DI→2その他 1144 1.0 - 1156 1.0 
DI短時間家族従業行 233 0.2 133 0.1 -
D1-1経済的理由 27 0.0 16 0 0 
D1-2その他 206 0.2 117 U I ． 
D' 俎時11就業者（全産業） 18740 16.7 6459 10.5 12283 24.2 18894 16.6 6652 IO. 7 12342 23.6 
経済的理由 5476 4.9 2506 4.1 2969 5.9 5634 4.9 2579 4.1 :1U暉 5.9 
その他 13267 11.8 3953 6.4 9314 18.4 13祁0 11.7 4073 6.5 Y-216 17.8 
E 失業・ 1•安定就業者 El=Cl+D 35525 - 14965 - 20562 - 34470 ・- 14240 - 2似31
Eu~cnャD 32777 - 13557 - 19222 - 32125 -- 13083 - l!Hl42 
F 失業・イ；安定阪1者 Fl=ChDI 33484 - 32520 
Fll=Cll-DI 30736 - :j0175 
G 頂用者・労働IJAUGl=Bl~CI 104736 - 36767 - 47970 - 10655; - ;;1061 . 49495 
Gll=BI-CII 101988 - 55359 -~6630 - 104212 - I邸9 - 9175 
E' 失稟•イ；安定就粛率 E'J=EIAI 31.6 - 24.3 - 40.6 - 30.1 - 22 8 ー鴻.7
E'll=Ell .¥I J~: -~~.5 - 41 2 - 2d.6 - :?I -l - 37.:1 
F' 失業・イ9安定感用半 F'l=FJ・GJ 32.0 - 30.5 ・ー
F'll=Fll,GII 32.1 - 3J.d 
（注） 1) C2非労働カ・就業希望、 C2-1非求職・就業希望のデータは年平均の数値であ
る。 C2-l非求職・就業希望はC2から通学中と病気の理由控除したものである。
2)短時間就業者は平常の就業時間である。
3)経済的理由の短時間就業者は、Parttime for economic reasom (usually work) 
（出所） BLS, Employment and Earnings (Monthly) 
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井）
（万人）
1986年2月 1988年2月
総数 男 女 総数 男 女
118396 100.0 63941 100.0 54467 100.0 122555 100.0 65683 100.0 54297 100.0 
ll6054 98.b 62769 98 2 53286 97 8 120397 98,2 64625 98.4 53197 98,0 
104021 87 9 57061 89.2 46961 86 2 109700 89.5 59507 90.6 47618 811 
96225 81.3 51947 81.2 44218 81.3 101341 82.7 54101 82 4 47240 87.0 
7554 6.4 5093 8.0 2462 4 5 8146 6.6 5382 8.2 189 0 3 
242 0.2 21 0.0 221 0 4 213 0.2 24 0.0 189 0.3 
14375 12.1 6880 10.8 7506 13.8 12855 IO 5 6176 9.4 6679 12.3 
12033 10 2 5708 8.9 6325 11.6 10697 8. 7 5118 7.8 5579 10 3 
9041 7.6 5161 8 I 3880 7 I 7482 6 I 4232 6.4 3250 6.0 
5825 4.9 1974 3.1 3851 7.1 5373 4.4 1944 3.0 3429 6.3 
3561 3 0 863 1 3 2698 5 0 3215 2.6 886 1.3 2329 4.3 
19368 16.4 6641 10.4 12725 23.4 20161 16.5 6970 10.6 13203 24.3 
17485 14 8 - 18065 14.7 "― 
4548 3.8 - 4383 3.6 
12937 10 9 - 13682 11.2 
1781 I 5 - 2009 1.6 
543 0.5 720 0.6 
1238 1.0 - 1289 1.1 
102 0.1 87 0.1 
II 0.0 13 0.0 
91 0.1 74 0.1 
19364 16.4 6641 10.4 12725 23 4 20172 16 5 6970 10.6 13203 24.3 
5101 4.3 2268 3.5 2833 5,2 5117 4.2 2413 3. 7 2704 5 0 
14263 12.0 4373 6 8 9892 18 2 15055 12 3 4557 6.9 10499 19.3 
33743 - 13521 - 20231 - 33016 - 13146 - 19882 
31401 - 12349 - 19050 - 30858 - 12088 - 18782 
31860 - 30920 
29518 - 28762 
110600 - 58827 - 51784 - 114196 - 60277 - 53919 
108258 - 10801 - 50603 - 112038 - 59219 - 52819 
28.5 - 21.1 - 37.1 - 26 9 - 20.0 - 36.6 
27.1 - 19.7 - 35.8 - 25 6 - 18.7 - 35 3 
28.8 - 27.1 
29.0 - 27 5 
(423)187 
188(424) 第 37 巻 第 3•4号合併号
控除した数，日本のは，就業希望・非求職者総数から通学中の者（統計分類
上から一部の家事従事者も含む），病病気の者を控除した数である。これは，
就業希望・非求職者の非求職理由のうち，病気，通学などの理由で求職して
いない者を除く他のすぺての者は，事実上失業者とみなされるからである。
例えば，育児や家事で就業希望・非求職の女性も，幼児や家の中で看護を必
要とする病人や高齢者をかかえているなどの理由で非求職なのであり，その
ほとんどは保育所や巡回看護制度の不整備に問題があるからである。なお失
業者 (C)は農林・非農林の分類が不能である。
ハ）不安定就業者については，短時間就業者（平常または週間の35時間未
満）の比較のみが利用可能である。非農林業，従業上の地位別短時間就業者
は，概括的には比較可能である。アメリカでは，平常週35時間未満就業者は
パートタイム就業者と規定され，従業上の地位別，理由別分類（非農林，男
女別）が可能である。日本では，非農林平常35時間未満就業者の従業上の地
位別，理由別分類表は公表されていない。全産業の週間の短時間就業者の理
由別（「主に仕事」を経済的理由とみなした）分類のみ可能である。
二）失業・不安定就業の分析指標として，第 1に失業・不安定就業率（失
業・不安定就業者／労働力人口， E'=E/A), 第 2に失業・不安定雇用率
（雇用者・不安定就業・失業者／雇用者・労働力人口， F'=F/G)を算出し
た。第 2の指標は，アメリカでは短時間就業者の男女別従業上の地位別統計
表章がないので，総数のみしか算定できない。
ホ）表2,表23の結果表から次のことが明らかにされる。
就業者 (B)の従業上の地位別区分をみると， 日本の自営業者， 家族従業
者（大多数は女性）の割合が圧倒的に大きい。失業者 (C)の区分をみると，
潜在的失業者として非労働カ・就業希望者 (C2)をとるか，非求職・就業希
望者 (C2-1)をとるかにより，広義の失業者 (Cl)と狭義の失業者 (CII)
が試算されるが，いずれも，非労働力人口中の C2,C2-1の割合が日本の方
が著しく高く， 1988年の総数で，アメリカの C2が6.1彩， C2-1が4.4彩
であるのに対して，日本の C2が15.5彩， C2-1が8.2彩である。特に女性
失業統計の国際比較の動向と試算について（岩井） (425)189 
のそれは大きな格差があり，日本の女性の就業率 (B/A)の相対的低さ，短
時間就業者率 (D/A)でもその水準が低いことが反映しているともいえよう。
短時間就業者 (35時間未満就業者） (D)では，日本の短時間自営業者，短
時間家族従業者の割合が高く，特に女性の比重が大きいのが特徴的である。
日本では，女性の短時間雇用者（パートタイマー）が，景気の変動により，
増減しており，長期的には増大傾向にあるが，アメリカでは，女性のパート
タイマー）の比重が高いだけでなく，さらにフルクイムを求職しながらパー
トクイムに就業している女性の割合が大きく，女性の社会的労働への参加率
が高いことが基礎にある。
むすび
日本の失業・不安定就業の統計指標では，統計の定義上の問題とともに，
年功序列，終身雇用などの日本的労使関係，雇用慣行などの制度，組織上の
問題がある。余剰労働力が産業・企業の内部で流動化し，内部労働市場をつ
くり，外部に失業者として顕在化させない日本の労働市場の特殊性が，公表
失業率を相対的に低く表示させている要因である。失業統計の概念と方法，
その統計数そのものの検討とともに， 統計の背後にある雇用制度，雇用慣
行，労働市場の特殊性の検討が必要とされるゆえんである。
日本の失業・不安定就業層を統計的に把握するには，失業・半失業の統計
指標と不安定就業状態の統計指標の検討が必要である。
「労働力調査」では，①失業・半失業指標として，完全失業者と周辺労働
カ（労働力と非労働力の境界に接する諸区分）にかんする「非労働力人口」
の中の就業希望者（求職・非求職者，いわゆる「求職意欲喪失者」も含む），
③不安定就業指標としては，短時間就業者，臨時雇・日雇，転職・追加就業
希望者（労調特別調査のみ）が推計に利用される。「就業構造基本調査」（「就
構」）では，①失業・半失業指標として，「就構」の無業者（求職，非求職），
③不安定就業統計指標としては， 就業時間・日数（短時間就業）， 所待，臨
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時雇・日雇および内戟，転職・追加就業希望者の指標を推計•利用すること
ができる。
表24は，「平常の就業，不就業状態」を調査対象としている「就構」の結
果より， 1974年以降の低成長期における失業・不安定就業の推移を，総数，
男女別に概括的に表示したものである。失業者としての無業者中の就業希望
者の増大（特に顕在的失業者としての求職者は実数でも構成比でも増加）と
不安定雇用としての短時間就業者の著しい増加を示している。短時間就業者
は，構成比では， 1974年には総数で 7.41彩，女性で 10.52%の比重であった
のが， 1979年以降に特に増大し， 1987年には，総数で21.63形，女性で34.73
形を占めるに至っている。増加率でみると， 1974年基準で， 1988年には総数
で3.4倍， 女性では約 4倍に増大している。不安定雇用・失業率は， 1974年
の26.3%から1988年の 40.7%へと大きく増加し，特に女性のそれは1974年
の52.8彩から1988年の71.4彩へと高い水準で推移している。日本の公表失業
率3彩弱という低水準の背後には，大量の失業・不安定就業者層の存在が推
計される。
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